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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転可能な加熱部材と、この加熱部材をその外側から加熱する加熱手段と、前記加熱部
材との間で記録材上の画像を加熱するニップ部を形成する加圧部材と、を有し、画像を担
持した記録材を前記ニップ部で挟持搬送して加熱する像加熱装置において、
　前記加熱部材は、内部に断熱弾性層が形成され、少なくとも最表層には熱伝導フィラー
が混入されて、前記断熱弾性層よりも高熱伝導率である熱伝導層が形成されており、前記
加熱手段は、可撓性部材を前記加熱部材に接触させ、この可撓性部材を内側から加熱源に
より加熱して前記加熱部材を加熱する構成であり、前記可撓性部材は少なくとも１Ｗ／ｍ
・Ｋ以上の熱伝導率を有し、前記加圧部材は、０．２Ｗ／ｍ・Ｋ以下の熱伝導率を有する
、回転可能な可撓性部材を具備しており、かつこの可撓性部材を介して前記加熱部材との
間で加圧される弾性加圧部材を具備していることを特徴とする像加熱装置。
【請求項２】
　前記熱伝導層には、少なくとも１０Ｗ／ｍ・Ｋ以上の熱伝導率を有する材料から成る熱
伝導フィラーが１０ｖｏｌ％～５０ｖｏｌ％混入されていることを特徴とする請求項１に
記載の像加熱装置。
【請求項３】
　前記熱伝導層に混入される熱伝導フィラーの平均粒径が３．５μｍ以下であることを特
徴とする請求項１または２に記載の像加熱装置。
【請求項４】
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　前記熱伝導層は、熱伝導率が少なくとも０．３５Ｗ／ｍ・Ｋ以上であることを特徴とす
る請求項１ないし３の何れかに記載の像加熱装置。
【請求項５】
　前記熱伝導層は、熱伝導率が少なくとも０．３５Ｗ／ｍ・Ｋ以上であり、厚みが２０μ
ｍ以上２００μｍ以下で形成されていることを特徴とする請求項１ないし３の何れかに記
載の像加熱装置。
【請求項６】
　前記断熱弾性層は、熱伝導率が０．１５Ｗ／ｍ・Ｋ以下で形成されていることを特徴と
する請求項１ないし５の何れかに記載の像加熱装置。
【請求項７】
　前記断熱弾性層は、オルガノポリシロキサン組成物に中空フィラーを配合した配合物、
あるいは、オルガノポリシロキサン組成物に吸水性ポリマーおよび水を配合した配合物を
形成後に焼成および硬化して形成されていることを特徴とする請求項１ないし６の何れか
に記載の像加熱装置。
【請求項８】
　前記可撓性部材は、記録材搬送方向と直交する方向の１ｃｍ当りの回転方向１周分の熱
容量が０．４Ｊ／Ｋ以下であることを特徴とする請求項１ないし７の何れかに記載の像加
熱装置。
【請求項９】
　前記加熱源は、前記可撓性部材の内面に接触しており、かつ前記加熱部材の側が凹形状
で保持されていることを特徴とする請求項１ないし８の何れかに記載の像加熱装置。
【請求項１０】
　前記弾性加圧部材の前記加熱部材の側が凹形状に保持されていることを特徴とする請求
項１ないし９の何れかに記載の像加熱装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真技術や静電記録技術を用いたプリンタや複写機、ファクシミリ等の
画像形成装置に搭載される加熱定着装置として用いれば好適な像加熱装置に関する。
【０００２】
　像加熱装置としては、記録材上の未定着画像を定着する定着装置や、記録材に定着され
た画像を加熱することにより画像の光沢度を増大させる光沢増大装置を挙げることができ
る。
【背景技術】
【０００３】
　従来、画像形成装置において、記録材上に形成担持させた未定着トナー画像を固着画像
として加熱定着する装置としては接触加熱型の装置が汎用されている。この接触加熱型の
定着装置は、記録材に接触する表面の温度を所定の定着温度に加熱した回転可能な加熱部
材（以下、定着ローラと記す）を記録材に対してニップ部にて接触させて、記録材上の未
定着トナー画像を固着画像として加熱定着するものである。
【０００４】
　定着ローラの加熱方式としては、内部加熱方式と、外部加熱方式（表面加熱方式）があ
る。内部加熱方式は、定着ローラの内部に加熱手段（加熱源：ヒータ）を配設し、定着ロ
ーラを内側から加熱して定着ローラの表面を所定の定着温度に加熱するものである。外部
加熱方式は、定着ローラの外部に加熱手段を配設し、定着ローラを外側から加熱して定着
ローラの表面を所定の定着温度に加熱するものである。
【０００５】
　外部加熱方式の装置は、加熱手段により定着ローラを外側より加熱するため、定着ロー
ラの表面を急激に昇温させることが可能である。そのために、ウォームアップ時間が内部
加熱方式の装置に比べ短縮される。
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【０００６】
　外部加熱方式の装置は、定着ローラに対して加熱手段を非接触に配設して放射熱で定着
ローラを加熱する非接触式のものと、定着ローラに対して加熱手段を接触させて配設して
熱伝導で定着ローラを加熱する接触式の装置とに大別される。
【０００７】
　特許文献１や２には非接触式の装置が記載されている。特許文献３には接触式の装置が
記載されている。
【０００８】
　特許文献３の接触式の装置は、定着ローラの外周面に、加熱手段として、小径の加熱ロ
ーラを接触させる。この場合には、小径の加熱ローラは内蔵したハロゲンヒータ等のヒー
タにより短い時間で昇温され、定着ローラ表面を直接加熱ローラで加熱するために定着ロ
ーラ表面の昇温スピードを速くするものであった。
【０００９】
　これら外部から定着ローラ表面を加熱する方法では、定着ローラの弾性層を熱伝導率の
低いシリコーンゴムや発泡シリコーンゴムを断熱層とし、その上に表面層としてフッ素樹
脂離型性層を被覆して形成されている。
【００１０】
　さらに、特許文献３では、蓄熱層として断熱層と離型性層の間に高熱伝導のシリコーン
ゴム層を介在させる構成を提案している。これにより定着ローラ表面を外部から直接加熱
する方式のため、急速に定着ローラ表面を加熱することが可能となり、ウォームアップ時
間が短縮される。かつ、定着ローラが弾性層を有しているため、定着ローラが均一に未定
着画像に接することで画像光沢ムラの発生を防止することが可能になっている。
【特許文献１】特開平７－１５２２７１号公報
【特許文献２】特開平９－５４５１０号公報
【特許文献３】特開２００４－３１７７８８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、上述した従来の外部加熱方式の定着装置でも、立ち上がり時の昇温時間
の短縮、消費電力の低減、さらには高速、高画質、安全性、耐久性といったすべてにおい
て優れた性能を達成させることは非常に困難である。
【００１２】
　例えば、特許文献１や２の非接触式の装置のように、弾性層を有する定着ローラ表面を
外部からハロゲンヒータ等の熱源により加熱する場合、定着ローラがトナー汚染等したと
きに記録材が定着ローラに巻き付くことがある。この状態でハロゲンヒータへの通電が開
始されると記録材を直接ハロゲンヒータで加熱する等の課題があった。
【００１３】
　また、特許文献３の接触式の装置では、定着ローラ表面を加熱する加熱ローラの小径化
によってウォームアップタイムの短縮を狙っているが、加熱ローラが小径になった場合に
は、定着ローラとの加熱ニップが十分に形成できない。そのために、加熱ローラ表面の熱
が効率良く定着ローラに移動できず、結果としてウォームアップタイムが思ったほど速く
はならなかった。これを改善するために定着ローラや加熱ローラの径を大きくした場合に
は、熱容量が大きくなってしまい、やはりウォームアップタイムを短縮することが困難と
なってしまっていた。また、加熱効率が悪いため、画像形成装置を高速化した場合には、
連続プリントを行った際には、定着ローラ表面を所定温度に維持することが困難となり、
定着不良を招いたり、スループットダウンを余儀なくされていた。
【００１４】
　ウォームアップタイムを短縮するために、定着ローラの弾性層を発泡シリコーンゴム等
のスポンジ状に形成し、表面に離型性層としてＰＦＡチューブを被覆したようなローラを
用いた場合には、ウォームアップタイムは短縮される。しかし、定着ニップ部において、



(4) JP 5013700 B2 2012.8.29

10

20

30

40

50

記録材上のトナー画像を定着可能となる定着ローラ表面温度は高く設定する必要がある。
これは、定着ローラが断熱性を優先するあまり、熱容量が小さくなり、定着ニップ部で加
熱定着に必要な熱量を十分に確保することが困難になることによる。また、定着ローラ表
面が断熱性を有するため、加熱ローラからの熱量の受渡しが積極的に行われない。このこ
とから、加熱ローラ表面温度を定着ローラ表面温度に比べて十部に高い温度に維持する必
要があった。このため、加熱ローラ保持部材や加熱ローラ周囲の部材においては、高い耐
熱性能が要求されてしまっていた。
【００１５】
　これを回避する方法として、特許文献３では、定着ローラの弾性層を２層に分け、下層
を断熱層、最上層を高熱伝導シリコーンゴム層とする提案となっており、高熱伝導シリコ
ーンゴム層で蓄熱することで、上記の課題を解決するよう記載されている。
【００１６】
　しかし、特許文献３では、定着ローラ表層に離型性層としてフッ素樹脂層を形成する旨
が記載されている。通常、フッ素樹脂層は熱伝導率が低く、我々の研究によれば、該フッ
素樹脂層が例え１０μｍ～２０μｍ程度の薄い層で形成されていたとしても、該フッ素樹
脂層が熱のバリア層となってしまい、以下に挙げる課題が発生する。
【００１７】
　まず一つ目は、外部の加熱ローラ表面からの熱を定着ローラの蓄熱層である高熱伝導弾
性層まで拡散するのに時間がかかる。よって、定着ローラの蓄熱層である高熱伝導弾性層
に十分な熱量を拡散するためには、加熱ローラの温度を高く設定し、定着ローラ表面の温
度もそれに従い、結局のところ高い温度に維持しなくてはならなくなってしまっていた。
【００１８】
　さらに一つは、定着ニップ部で定着ローラの高熱伝導弾性層に蓄熱した熱を記録材上の
トナー像へ伝えるときに、該フッ素樹脂層が伝熱を阻害する。
【００１９】
　以上のことから、例え断熱層と離型性層の間に蓄熱層としての高熱伝導シリコーンゴム
を介在させた場合であっても、ウォーミングアップ時間の短縮、および画像形成装置が高
速化した場合の十分な定着性能の提供はできなかった。
【００２０】
　以上、従来の外部加熱方式の定着装置の場合でも、スタンバイ中に電力を消費せず、プ
リント信号を受信してから未定着トナー像が形成された記録材を加熱定着するまでの時間
（以後、ファーストプリントアウトタイムと記す）を十分に低減できない。したがって、
画像形成装置の高速化を達成すると共に、ハーフトーン画像を含む画像を高画質状態で加
熱定着し、長い耐久寿命を達成し、記録材に対して十分な定着性能を達成する定着装置は
実現していない。
【００２１】
　本発明は、上記の従来技術の問題点を解決するためになされたものである。その目的は
、ウォームアップタイムやファーストプリントアウトタイムの短縮、消費電力の低減、さ
らには高速、高画質、高寿命、安全性といったすべてにおいて優れた性能を達成させ、安
定した定着性能が得られる像加熱装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２２】
　上記の目的を達成するための本発明に係る像加熱装置の代表的な構成は、回転可能な加
熱部材と、この加熱部材をその外側から加熱する加熱手段と、前記加熱部材との間で記録
材上の画像を加熱するニップ部を形成する加圧部材と、を有し、画像を担持した記録材を
前記ニップ部で挟持搬送して加熱する像加熱装置において、前記加熱部材は、内部に断熱
弾性層が形成され、少なくとも最表層には熱伝導フィラーが混入されて、前記断熱弾性層
よりも高熱伝導率である熱伝導層が形成されており、前記加熱手段は、可撓性部材を前記
加熱部材に接触させ、この可撓性部材を内側から加熱源により加熱して前記加熱部材を加
熱する構成であり、前記可撓性部材は少なくとも１Ｗ／ｍ・Ｋ以上の熱伝導率を有し、前
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記加圧部材は、０．２Ｗ／ｍ・Ｋ以下の熱伝導率を有する、回転可能な可撓性部材を具備
しており、かつこの可撓性部材を介して前記加熱部材との間で加圧される弾性加圧部材を
具備していることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２３】
　上記の装置構成によれば、立ち上がり時の昇温時間の短縮、消費電力の低減、さらには
高速、高画質、高寿命といったすべてにおいて優れた性能を達成させ、安定した画像加熱
性能が得られる像加熱装置を提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
【実施例１】
【００２５】
　（１）画像形成装置
　図３は本実施例における画像形成装置の概略構成図である。この画像形成装置は電子写
真プロセスを用いたレーザープリンタであり、ホストコンピュータ等の不図示の外部機器
より入力する画像情報に対応した画像を記録材上に形成して出力する。
【００２６】
　１は像担持体であるドラム型の電子写真感光体（以下、感光ドラムと記す）であり、プ
リントスタート信号に基づいて矢印の時計方向に所定の速度で回転駆動される。回転する
感光ドラム１はその周面が帯電器２により所定の極性・電位に一様に帯電される。その一
様帯電面に対して、多面体ミラー３ａ、多面体ミラー回転用モータ（不図示）、レーザー
ユニット（不図示）等がユニット化されて構成されているレーザースキャナユニット３に
より画像情報の書き込みがなされる。レーザースキャナユニット３は、外部機器からプリ
ンタに入力した画像情報の時系列電気デジタル画素信号に応じて変調されたレーザー光Ｌ
を出力して、該レーザー光Ｌにより感光ドラム１の帯電処理面を走査露光する。これによ
り、感光ドラム面に画像情報の静電潜像が形成される。その静電潜像は現像器４によりト
ナー画像として現像される。そして、そのトナー画像が感光ドラム１と転写ローラ５との
圧接部である転写ニップ部において記録材Ｐの面に順次に転写されていく。
【００２７】
　記録材Ｐは給紙トレイ８のシート積載台８ａ上に積載して載置されており、所定の制御
タイミングで駆動される給紙ローラ９により最上位の記録材から一枚ずつピックアップさ
れ、搬送ローラ１０と搬送コロ１０ａによってレジスト部へと送られる。レジスト部はレ
ジストローラ１１とレジストコロ１１ａからなり、記録材Ｐの先端をニップ部で一旦受け
止めて記録材Ｐの斜行矯正をしてから、所定の制御タイミングで記録材Ｐを転写ニップ部
へ給送する。
【００２８】
　転写ニップ部でトナー画像の転写を受けた記録材Ｐは感光ドラム１の面から分離されて
、定着装置１２へ搬送される。記録材分離後の感光ドラム面はクリーナー６により転写残
留トナー等の残存付着物の除去を受けて清掃され、繰り返して作像に供される。
【００２９】
　定着装置１２は記録材Ｐ上の未定着トナー画像を固着画像として加熱定着する。定着装
置１２を出た記録材は、中間排紙ローラ１３、排紙ローラ１４等からなる排紙ユニットに
より排紙トレイ１５上に排紙される。
【００３０】
　また、プリンタ本体の側面には、冷却ファン１６が取り付けられており、このファン１
６を適宜回転することで外気を機内に取り込んで、機内の画像形成部、電装基板等の昇温
箇所を冷却する。冷却ファン１６の近傍には、サーミスタ等の温度検知手段１７が取り付
けられており、冷却ファン１６によって機外の空気を取り込んだ際に、プリンタが設置さ
れている環境の温度を検知する。そして、その検知結果を定着装置１２の温度制御シーケ
ンスにフィードバックしている。
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【００３１】
　画像形成部において、感光ドラム１、帯電器２、現像器４、クリーナー６は一括してプ
リンタ本体に対して着脱可能なプロセスカートリッジ７としてユニット化して構成してあ
る。
【００３２】
　（２）定着装置１２
　図１は本実施例における外部加熱方式の像加熱装置としての定着装置１２の模式的断面
図、図２は模式的正面図である。
【００３３】
　３０は記録材上の画像をニップ部にて加熱する回転可能な加熱部材としての定着ローラ
（定着部材、定着用回転体）である。４０は加圧部材としての回転可能な加圧ローラであ
る。２０は定着ローラ３０を外側から加熱する加熱手段としての加熱ユニットである。
【００３４】
　定着ローラ３０は、後述するように、芯金３１と、その外周にローラ状に形成した断熱
弾性層３２と、更にその外側に形成した最表層（離型性層）としての高熱伝導層３３と、
を有する弾性ローラである。この定着ローラ３０は芯金３１の両端部をそれぞれ軸受３４
を介して不図示の装置側板間に回転可能に支持させて配設してある。
【００３５】
　加圧ローラ４０は、後述するように、芯金４１と、その外周にローラ状に形成した弾性
層４２と、更にその外側に最表層として形成した離型性層４３と、を有する弾性ローラで
ある。加圧ローラ４０は、定着ローラ３０の下側に定着ローラと略並行に配列し、芯金４
１の両端部をそれぞれ軸受４４を介して不図示の装置側板間に回転可能に支持させ、且つ
不図示の加圧機構により定着ローラ３０の下面に対して所定の押圧力で圧接させてある。
これにより、定着ローラ３０と加圧ローラ４０との間に記録材搬送方向において所定幅の
定着ニップ部（圧接ニップ部）Ｎｔを形成させている。
【００３６】
　加熱ユニット２０は、後述するように、加熱源としての板状のヒータ２１と、このヒー
タ２１を支持させた断熱性のステイホルダー２４と、を有する。また、ヒータ２１を支持
させた該ホルダー２４にルーズに外嵌させた、可撓性部材（フィルム状部材）としての円
筒状の加熱フィルム２３と、を有する。
【００３７】
　加熱ユニット２０は、ヒータ２１側を下向きにして定着ローラ３０の上側に定着ローラ
と略並行に配列して、ホルダー２４の両端部をそれぞれ加圧ばね２６により所定の力で押
下している。これにより、ヒータ２１が加熱フィルム２３を介して定着ローラ３０の上面
に圧接して、加熱ユニット２０と定着ローラ３０との間に定着ローラ３０の回転方向にお
いて所定幅の加熱ニップ部Ｎｈが形成される。
【００３８】
　定着ローラ３０と加圧ローラ４０のローラ部の長さ寸法（記録材の搬送路面において、
記録材搬送方向に直交する方向）と、加熱ユニット２０の有効発熱部の長さ寸法（同）は
定着装置の最大通紙幅Ｗより大きい。
【００３９】
　定着ローラ３０は芯金３１の一端部側に固着した駆動ギア３５に不図示の駆動モータか
ら回転力が伝達されて、図１において時計方向に所定の速度で回転駆動される。この定着
ローラ３０の回転に従動して加圧ローラ４０が回転する。また、この定着ローラ３０の回
転に従動して加熱ユニット２０の円筒状の加熱フィルム２３がヒータ１の面に密着してヒ
ータ面を摺動しながらステイホルダー２４の外回りを回転する。ステイホルダー２４は加
熱フィルム２３の回転ガイド部材としても機能している。また、回転する加熱フィルム２
３のスラスト方向の移動は端部フランジ２５により規制される。
【００４０】
　なお、加圧ローラ４０も加熱フィルム２３も別途の駆動手段により駆動する装置構成に
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することもできる。
【００４１】
　回転する定着ローラ３０は加熱ニップ部Ｎｈにおいて、ヒータ２１により加熱フィルム
２３を介してローラ外側から加熱されて、定着ニップ部Ｎｔにて記録材Ｐ上の未定着トナ
ー画像Ｔを加熱定着するのに必要・十分な熱量が与えられる。
【００４２】
　記録材Ｐは前述したように画像形成部にてトナー画像が転写形成されたあと、定着装置
１２へ送られる。その記録材は、その先端が耐熱性グレードのＰＥＴ・ＰＢＴ・ＰＰＳ等
から成る定着入口ガイド５１により定着ニップ部Ｎｔへと導かれ、この定着ニップ部Ｎｔ
に挟持されて搬送される。この記録材の挟持搬送過程において、記録材Ｐは定着ローラ３
０で加熱され、またニップ部圧を受けて、未定着トナー画像Ｔが記録材Ｐの面に固着画像
として熱圧定着される。そして、定着ニップ部Ｎｔを出た記録材は定着ローラ３０の面か
ら分離して、耐熱性グレードのＰＥＴ・ＰＢＴ・ＰＰＳ等から形成された定着排出ガイド
５２に導かれて前述の排紙ユニットへと搬送される。
【００４３】
　すなわち、定着ローラ３０および加圧ローラ４０、加熱フィルム２３がそれぞれ回転し
た状態でヒータ２１の通電発熱抵抗層へ通電を開始し、ヒータ２１および定着ローラ３０
の表面温度を所定温度に保つ。この状態で、定着ニップ部Ｎｔに未定着トナー画像Ｔが形
成された記録材Ｐを導入することにより記録材Ｐ上の未定着トナー画像Ｔを加熱定着して
固着画像とする。
【００４４】
　このときの定着ニップ部Ｎｔ内でのトナー画像Ｔと定着ローラ３０の様子について図４
を用いて説明する。未定着トナー画像Ｔが形成された記録材Ｐが定着ニップ部Ｎｔに導入
されると、トナー画像Ｔは定着ローラ３０の表面によって加圧され、潰された状態となる
。このとき、定着ローラ３０は弾性を有するため、トナー画像Ｔの凹凸に対応して微少に
変形する。この結果、トナー画像Ｔを包み込むように定着ローラ３０の最表層である高熱
伝導層３３が凹む。この結果、トナー画像Ｔに対して、定着ローラ３０の接触面積が増え
、効率的に定着ローラ３０から記録材Ｐ上のトナー画像Ｔへ熱が伝えられる。これにより
、記録材上Ｐのトナー画像Ｔは定着画像として記録材Ｐ上に固着状態となる。特に本実施
例に示したように定着ローラ３０が弾性を有する部材であるため、表面粗さの大きな記録
材上のトナー画像であっても、記録材Ｐの凹凸に対する定着ローラ表面の追随性にも優れ
、記録材Ｐ上の定着均一性を得ることができる。また、主にトナー画像Ｔへの熱の供給は
、定着ローラ３０の最表層である高熱伝導層３３に蓄熱された熱を利用する。そのため、
高熱伝導層３３に必要な熱量を即座に蓄熱し、それを効率良くトナー画像Ｔへ伝えること
が可能である。
【００４５】
　このような構成の本実施例の定着装置は、短いウォームアップ時間、および短いファー
ストプリントタイムの実現、低い消費電力、定着一様性を同時に達成することが可能とな
る。
【００４６】
　加熱ニップ部Ｎｈと、定着ニップ部Ｎｔは、定着ローラ３０の周上の異なる位置に形成
される。加熱ニップ部Ｎｈと定着ニップ部Ｎｔの、定着ローラ周上の距離は短い方が、空
気中への放熱、定着ローラ内部への熱の逃げが少なく、加熱ニップ部Ｎｈから定着ニップ
部Ｎｔへより効率的に熱を運搬する事できる。
【００４７】
　一方、定着ニップ部Ｎｔと加熱ニップ部Ｎｈの位置を、図１のように、定着ローラ半周
分１８０°ずらして対向させると、ヒータ２１の定着ローラ３０への加圧力と、加圧ロー
ラ４０の定着ローラ３０への加圧力は、互いに相殺し合う。そのため、定着ローラ３０の
撓みを低く抑える事ができ、芯金に必要な強度が小さくなる為、小径化、低熱容量化がし
やすくなるというメリットがある。
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【００４８】
　定着ローラ３０を小径化すると、結果的に、加熱ニップ部Ｎｈと定着ニップ部Ｎｔの距
離も短くする事ができる。そのため、ヒータ２１と加圧ローラ４０の定着ローラ３０への
加圧力に大きな差が必要でない場合は、図１のように、定着ニップ部Ｎｔと加熱ニップ部
Ｎｈは対向して配置した方が良い。
【００４９】
　（３）定着ローラ３０
　本実施例では、加熱部材として定着ローラ３０を例に説明するが、加熱部材が可撓性を
有するベルト状に構成されていても構わない。本実施例の以下の説明において、ベルト特
有の場合には一部追記する。
【００５０】
　また、以下に説明する、定着部材３０の断熱弾性層３２や高熱伝導層３３、加熱ユニッ
ト２０のフィルム状部材２３、あるいは各種材料の熱伝導率は下記の要領で測定したもの
である。
【００５１】
　すなわち、各層あるいはフィルム状部材あるいは各種材料から試験片を切り出す。その
試験片について、フーリエ変換型温度熱拡散率測定装置（型番ＦＴＣ－１、アルバック理
工株式会社製）にて、厚み方向の熱拡散率を測定する。そして、下記の式から、各層ある
いはフィルム状部材あるいは各種材料の厚み方向の熱伝導率を求める。
【００５２】
　　　熱伝導率＝熱拡散率×比重×比熱
　比重は、上記試験片を、電子比重計（型番ＳＤ－２００Ｌ、アルファーミラージュ株式
会社製）にて測定して求める。
【００５３】
　また、比熱は、上記試験片を、示差走査熱量計（型番ＤＳＣ８２４０、株式会社リガク
製）にて測定して求める。
【００５４】
　（３－１）芯金３１
　芯金３１は、アルミや鉄、ＳＵＭ材等より形成される。その形態は中実であっても、中
空の筒状であっても良く、その形態は問わない。
【００５５】
　（３－２）断熱弾性層３２
　芯金３１の外側には、以下の方法により形成された断熱弾性層３２が形成されている。
加熱部材が定着ベルトの場合には、ポリイミド等の耐熱性樹脂やＳＵＳ・Ｎｉ等の金属を
基層として以下の断熱弾性層３２を形成する。
【００５６】
　断熱弾性層３２は、例えば、シリコーンゴム組成物であり、熱硬化性オルガノポリシロ
キサン組成物１００重量部に、平均粒子径が５００μｍ以下の中空フィラーを０．１～２
００重量部配合してなるシリコーンゴム組成物を加熱硬化して形成される。
【００５７】
　ここで、中空フィラーとしては、硬化物内に気体部分を持つことでスポンジゴムのよう
に熱伝導率を低下させるもので、マイクロバルーン材等がある。このような材料としては
、ガラスバルーン、シリカバルーン、カーボンバルーン、フェノールバルーン、アクリロ
ニトリルバルーン、塩化ビニリデンバルーン、アルミナバルーン、ジルコニアバルーン、
シラスバルーンなど、いかなるものでもかまわない。
【００５８】
　無機系マイクロバルーンの具体例を以下に挙げるが、本発明はこれらに限定されない。
シラスバルーンとしては、イヂチ化成（株）製のウインライト、三機工業（株）製のサン
キライトが挙げられる。ガラスバルーンとしては、日本板硝子（株）製のカルーン、旭ガ
ラス（株）製のセルスター、３Ｍ（株）製のグラスバブルズフィラーが挙げられる。シリ
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カバルーンとしては、旭硝子（株）製のＱ－ＣＥＬが挙げられる。フライアッシュバルー
ンとしては、ＰＦＡＭＡＲＫＥＴＩＮＧ（株）製のＣＥＲＯＳＰＨＥＲＥＳが挙げられる
。アルミナバルーンとしては、昭和電工（株）製のＢＷが挙げられる。ジルコニアバルー
ンとしては、ＺＩＲＣＯＡ（株）製のHOLLOW  ZIRCONIUM  SPHEESが挙げられる。カーボ
ンバルーンとしては、呉羽化学（株）製クレカスフェアなどが挙げられる。
【００５９】
　中空フィラー自体が弾性を有するものが好適である。例えば、熱可塑性樹脂製中空バル
ーン、特に塩化ビニリデン、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、アクリル酸エステ
ル、メタクリル酸エステルの重合物或いはこれらのうち２種以上の共重合物などからなる
ものが好適である。
【００６０】
　さらには、熱膨張マイクロバルーン材として、松本油脂製薬株式会社の松本マイクロス
フェア－Ｆシリーズ、エクスパンセル社のエクスパンセルシリーズ等などを挙げることが
できる。熱膨張マイクロバルーンの場合には、未膨張の樹脂マイクロカプセルは通常その
直径が約１～５０μｍであり、これを適切な加熱温度で膨張させて、直径が約１０～５０
０μｍ程度のほぼ真球に近い球体とすることができる。
【００６１】
　また、中空フィラーの強度を持たせるため等の理由で、表面に無機フィラー等を付着さ
せたものでもよい。この場合、シリコーンゴム組成物内で十分な熱伝導性の低下を行うに
は、中空フィラーの真比重が０．０１～１．０であることが好ましく、より好ましくは０
．０１～０．５である。
【００６２】
　但し、熱膨張マイクロバルーンを用いる場合には、未膨張時のマイクロバルーンの真比
重は０．５～１．４程度が好ましい。真比重が小さすぎると配合・取り扱いが難しいばか
りか、中空フィラーの耐圧強度が不十分で成形時に破壊してしまい、軽量化、熱伝導率の
低下ができなくなってしまう。また、比重が大きすぎると、中空フィラーの殻の厚さが大
きく、熱伝導性の低下が十分とはならない場合が生じる。
【００６３】
　また、中空フィラーの平均粒子径は、５００μｍ以下、好ましくは３００μｍ以下がよ
い。平均粒子径が大きすぎると、成形時の射出圧力により中空フィラーが破壊されてしま
い、熱伝導率が高くなってしまったり、ロール成形後の表面の粗さが大きくなってしまう
などの問題が生じる。中空フィラーの平均粒子径の下限は特に制限されないが、通常、１
０μｍ、特に２０μｍである。
【００６４】
　中空フィラーの平均粒子径は、通常、レーザー光回折法による重量平均値（又はメジア
ン径）として求めることができる。
【００６５】
　上記中空フィラーの配合量は、熱硬化性オルガノポリシロキサン組成物１００重量部に
対し０．１～２００重量部であり、好ましくは０．２～１５０重量部、より好ましくは０
．５～１００重量部である。
【００６６】
　この場合、中空フィラーのシリコーンゴム組成物中での含有量が体積比で１０～８０％
、特に１５～７５％となるように配合することが好ましい。体積割合が少なすぎると、熱
伝導率の低下が不十分で、また多すぎると成形、配合が難しいだけでなく成形物もゴム弾
性のない脆いものとなってしまうおそれがある。
【００６７】
　また、熱膨張マイクロバルーンを未膨張でオルガノポリシロキサン組成物に混入させる
場合には、マイクロバルーンが熱膨張することを考慮する。例えば、オルガノポリシロキ
サン組成物１００重量部に対して、未膨張のマイクロバルーンを０．１～１０重量部程度
混入、加熱硬化させることで、断熱性の良好な断熱弾性層を形成できる。
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【００６８】
　一方、熱硬化性オルガノポリシロキサン組成物としては、シリコーンゴム層を形成する
公知の組成の熱硬化性オルガノポリシロキサン組成物を使用することができ、有機過酸化
物硬化型のものでも付加反応硬化型のものでもよい。
【００６９】
　また、このオルガノポリシロキサン組成物の構造は基本的には直鎖状構造を有するが、
部分的には分岐状構造、環状構造などであってもよい。
【００７０】
　分子量については、特に限定なく、粘度の低い液状のものから、粘度の高い生ゴム状の
ものまで使用できる。しかし、硬化してゴム状弾性体になるためには、２５℃での粘度が
、１００センチポイズ以上であり、通常１００～１，０００，０００、特に５００～１０
０，０００であることが好ましい。
【００７１】
　上記熱硬化性オルガノポリシロキサン組成物には、その他の成分として、必要に応じて
、充填剤、補強剤、導電剤、ヒドロシリル化反応制御剤、耐熱剤、内部離型剤、接着性付
与剤、チクソ性付与剤、連泡化剤等を配合することは任意とされる。充填剤は、例えば、
シリカ微粒子、炭酸カルシウムなどである。補強剤は、例えば、シリコーン系のレジンな
どである。導電剤は、例えば、カーボンブラック、導電性亜鉛華、金属粉等である。ヒド
ロシリル化反応制御剤は、例えば、窒素含有化合物やアセチレン化合物、リン化合物、ニ
トリル化合物、カルボキシレート、錫化合物、水銀化合物、硫黄化合物等である。耐熱剤
は，例えば、酸化鉄、酸化セリウムなどである。内部離型剤は、例えば、ジメチルシリコ
ーンオイル等である。連泡化剤は、例えば、トリエチレングリコール等である。
【００７２】
　ここで、シリコーンゴム組成物は、その硬化物（シリコーンゴム）の熱伝導度が０．１
５Ｗ／ｍ・Ｋ以下、好ましくは０．１３Ｗ／ｍ・Ｋ以下であることが望ましく、かかる熱
伝導度を達成するように配合組成を調整することが好ましい。熱伝導度が０．１５Ｗ／ｍ
・Ｋより高いと、本発明の目的を達成し得ない。
【００７３】
　なお、上記断熱シリコーンゴム層の厚さは特に制限されないが、有効な断熱性を有し、
かつ熱容量が大きくなりすぎず、小径の定着ローラ３０を構成するためには、２．０～５
．０ｍｍ、好ましくは２．５～４．０ｍｍとすることが好ましい。
【００７４】
　また、定着ローラ３０の外径としては、φ２２ｍｍ以下の低熱容量とすることが望まし
い。
【００７５】
　一方、加熱部材として定着ベルトを使用する際には、上記断熱シリコーンゴム層の厚さ
は０．５～２．０ｍｍ程度に設定することが好ましい。
【００７６】
　（３－３）高熱伝導層（離型性層）３３
　定着ローラ３０の外表面には離型性層として少なくとも１層の高熱伝導層３３が形成さ
れており、該高熱伝導層３３の熱伝導率は０．３５Ｗ／ｍ・Ｋ以上、好ましくは０．３８
Ｗ／ｍ・Ｋ以上で、厚みは２０～２００μｍで形成されていることが望ましい。なお、複
数層によって高熱伝導層３３を形成する場合には、それぞれの層の厚みおよび熱伝導率か
ら複数層全体の熱伝導率として０．３５Ｗ／ｍ・Ｋ以上、好ましくは０．３８Ｗ／ｍ・Ｋ
以上の層とすることができる。この場合にも複数層の熱拡散率、比熱、比重を上記各測定
装置で測定して所望の熱伝導率を得るように形成することが望ましい。但し、最表層の熱
伝導率があまりに低い場合には、加熱部材からの熱の拡散が悪化するため、高熱伝導層を
複数層で形成する場合であっても、最表層の熱伝導率は若干でも高めておいた方が好まし
い。よって、複数層の高熱伝導層の下層の熱伝導率を０．３５Ｗ／ｍ・Ｋより大きく超え
た層で形成した上で、最表層には若干熱伝導率を高めた層（０．３５Ｗ／ｍ・Ｋより低く
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ても良い）を薄く形成することも可能である。
【００７７】
　この高熱伝導層３３は定着ローラの最表面に形成され、加熱ニップ部Ｎｈにおいて加熱
ユニット２０より加熱され、また定着ニップ部Ｎｔにおいて、記録材上の未定着トナー画
像と接触する。
【００７８】
　このことから、該高熱伝導層３３に用いられる材料は良好な耐熱性、トナー離型性が要
求される。このような要求を満たす好ましい材料の例としては、フッ素樹脂、ポリフェニ
レンスルフィド、ポリスルホンを挙げることができる。さらには、ポリエーテルイミド、
ポリエーテルスルホン、ポリエーテルケトン、液晶ポリエステル、ポリアミドイミド、ポ
リイミド、シリコーンゴム等を挙げることができる。
【００７９】
　フッ素系樹脂層は、フッ素系樹脂コーティング剤やフッ素系樹脂チューブなどにより形
成される。例えばポリテトラフルオロエチレン樹脂（ＰＴＦＥ）、テトラフルオロエチレ
ン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体樹脂（ＰＦＡ）を挙げることができる
。さらには、フッ化エチレンポリプロピレン共重合体樹脂（ＦＥＰ）、ポリフッ化ビニリ
デン樹脂（ＰＶＤＦ）、ポリフッ化ビニル樹脂（ＰＶＦ）等を挙げることができる。
【００８０】
　コーティングとしては、ラテックスやダイエルラテックス（ダイキン工業社製、フッ素
系ラテックス）、ディスパージョンによるディッピング塗工、スプレー塗工等どのような
方法であっても良い。
【００８１】
　しかしながら、上記に挙げた材料自体は熱伝導性が低く、そのまま使用した場合には本
実施例の目的が達成されない。よって上記材料に高熱伝導性を有する部材を添加して、高
熱伝導層３３を形成することが好ましい。
【００８２】
　例えば一つの方法として、シリコーンゴム中に熱伝導率が少なくとも１０．０Ｗ／ｍ・
Ｋ以上の材料から成る粉末状の高熱伝導フィラーを１０ｖｏｌ％～５０ｖｏｌ％混入させ
た層を前記断熱弾性層３２の上に１０～１５０μｍ程度の厚みで被覆する。さらに、外表
面にＰＦＡ中に熱伝導率が少なくとも１０．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上の材料から成る粉末状の高
熱伝導フィラーを１０ｖｏｌ％～５０ｖｏｌ％混入させた層を厚み１０～５０μｍで形成
する。この２つの層により高熱伝導層３３が構成される。
【００８３】
　上記の粉末状の高熱伝導フィラーは、例えば、ＡｌＮ、グラファイト、アルミナ等の金
属酸化物、カーボンナノチューブ、ダイアモンド、アルミ、チタン合金、銅合金等の金属
、チッカホウ素、チッカ珪素、炭化珪素、結晶性シリカ等である。
【００８４】
　あるいは、上記高熱伝導フィラーを混入したＰＦＡを高熱伝導層３３として断熱弾性層
３２の外面に厚み２０～２００μｍで直接形成して最表層にする。
【００８５】
　あるいは、高熱伝導フィラーを混入したシリコーンソリッドゴム層を断熱弾性層３２の
外面に厚み２０～２００μｍで形成して最表層にする。
【００８６】
　但し、シリコーンソリッドゴム層に高熱伝導フィラーを混入した場合には離型性低下が
懸念される。そのため、ソリッドゴム層にフッ素樹脂粒子等の離型性の良好な部材を同時
に混入したり、ソリッドゴム層の低分子成分を予め豊富にしておく等の対応を施した方が
良い。
【００８７】
　なお、定着ローラ表面に形成する高熱伝導層３３として、高熱伝導フィラーを混入した
複数の層を形成する場合には、最表層となる層への高熱伝導フィラーの粒径は最表層の表
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面性を低下させないように配慮する。すなわち、平均粒径３．５μｍ以下、好ましくは３
μｍ以下とすることが好ましい。
【００８８】
　また、高熱伝導性を達成する手段であれば、フィラーの材料の種類は問わず、また、フ
ィラーの形状はどのような形状のものであっても良く、本実施例の目的を達成するために
制約を受けるものではない。
【００８９】
　（３－４）定着ローラ３０の製法
　定着ローラ３０の製法は特に限定されない。金属製の芯金３１に、熱伝導率０．１５Ｗ
／ｍ・Ｋ以下の断熱性弾性層３２を形成する。さらに最表層には厚み２０～２００μｍで
熱伝導率０．３５Ｗ／ｍ・Ｋ以上の高熱伝導層３３を少なくとも１層形成してある構成で
あれば、どのような製法であっても構わない。
【００９０】
　本実施例に係わる定着ローラ３０の製造方法としていくつかの例を図５を用いて以下に
説明する。ただし、本実施例では、加熱部材として定着ローラに限定されるものではなく
、可撓性のあるベルト状の定着ベルトとしてもよい。この場合には、下記の芯金に置き換
わってポリイミド等の耐熱性樹脂ベルトの内部に金属製の芯型を挿入してあたかも下記製
造方法の芯金と同様の扱いにして製造しても良い。
【００９１】
　３１、３２、３３は上記で述べたように定着ローラ３０の芯金、断熱弾性層、高熱伝導
離型層である。
【００９２】
　１０１はシリコーンゴム注型のための筒状金型である。１０２は注型孔１０３を有する
端部キャップ金型である。１０４は端部キャップ金型１０２とは反対に位置する端部キャ
ップ金型である。また、１０５は芯金３１を保持するチャック部材である。例えば、芯金
３１を筒型金型１０１に挿入し、端部キャップ１０２および１０４を端部に装着し、さら
に端部芯金チャック部材１０５を装着して、芯金３１を筒型金型１０１内に固定状態とす
る。このとき、筒型金型１０１の内面には、例えば高熱伝導フィラーを混入したＰＦＡ粉
体を予め静電吸着させておく、もしくは、高熱伝導フィラーを混入し押出し成型したフッ
素樹脂チューブ３３を介在させておいても良い。あるいは、高熱伝導フィラーを混入した
ＰＦＡディスパージョン等の液状フッ素樹脂を筒状金型内面に予め塗布、乾燥する方法で
あっても良い。
【００９３】
　粉体を筒状金型内面に静電吸着させた場合や液状フッ素樹脂を筒状金型に塗布した場合
には、後述のシリコーンゴム注型以前に予め３６０～４１０℃の高温下でフッ素樹脂を１
～３時間焼成し、高熱伝導のフッ素樹脂層を形成しておく。
【００９４】
　高熱伝導フッ素系樹脂粉体あるいは高熱伝導フッ素系樹脂チューブを離型層として形成
する場合には、シリコーンゴム層との接触面は、シリコーンゴムとの接着を有利にする処
理を予め実施することが好ましい。そのような処理としては、コロナ放電処理、ナトリウ
ムナフタレン法、スパッタエッチング法、液体アンモニア法、不活性ガスプラズマ処理、
エキシマレーザー処理などが挙げられる。更に、接着耐久性を向上させるためにプライマ
－処理を施してもよい。
【００９５】
　以上の状態において、マイクロバルーン等のバルーンが含有されたオルガノポリシロキ
サンを主成分とする液状シリコーン組成物を端部キャップ金型１０２の注型孔１０３より
注入する。
【００９６】
　その前段階として、筒状金型１０１の内面に装着した高熱伝導フッ素樹脂チューブの内
面にスプレー塗工等の方法により高熱伝導フィラーを混入した高熱伝導シリコーンソリッ
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ドゴム層を所定の厚みで塗布し、乾燥しておく。このような方法で所定の厚みの高熱伝導
表面層を複数層で形成してあっても良い。
【００９７】
　あるいは、芯金３１上に、マイクロバルーン等のバルーンが含有されたオルガノポリシ
ロキサンを主成分とする液状シリコーン組成物で断熱性弾性層３２を形成する。その後に
表面に高熱伝導シリコーンソリッドゴム層をスプレー塗工や他の方法で所定の厚みに形成
し、その後、プレキュアを行う。さらに外層に高熱伝導フッ素樹脂層をディッピング塗工
、スプレー塗工等の方法で後加工により被覆する方法がある。あるいは、熱収縮性の高熱
伝導フッ素樹脂チューブをエアーで膨らませて、そこに上記高熱伝導シリコーンソリッド
ゴム層を被覆したローラを挿入後に熱収縮させる方法等、後加工により被覆する方法があ
る。
【００９８】
　製造方法や順序等は任意に決定することができる。この場合には、高熱伝導フッ素樹脂
層の内側に設ける高熱伝導シリコーンソリッドゴム層との接着力を確保するために、高熱
伝導シリコーンソリッドゴム最表層にコロナ放電処理、不活性ガスプラズマ処理等の表面
改質処理を施しておくことが望ましい。また、プライマ－処理を施しても良い。
【００９９】
　上記により形成したシリコーンゴム組成物を硬化する必要があるが、その硬化条件は特
に制限はされない。一般的には、１００～１５０℃で１０分～２時間加熱硬化（プレキュ
ア）させ、さらに、最表層まで形成し筒状金型から脱型した状態で１８０～２００℃の温
度下で２～４時間ポストキュアーすることが好ましい。
【０１００】
　なお、プレキュアを行う工程はそれぞれの製造工程によって様々であり、製造工程に合
わせて実施することが望ましい。
【０１０１】
　また、最表層を高熱伝導フッ素樹脂のコーティング剤とした場合（断熱層を有するロー
ラ状部材を先に形成し、最表層を外面にコーティングする場合）には、３６０℃～４００
℃の温度で数分間表面から熱を加える。これにより、フッ素樹脂を一旦溶融して冷却後に
高熱伝導フッ素樹脂層を形成する等の製造方法が挙げられる。
【０１０２】
　また、断熱弾性層３２を形成するシリコーンゴム組成物としては、上記の中空フィラー
を添加する他に吸水性ポリマーおよび水を添加する方法がある。
【０１０３】
　かかるシリコーンゴム組成物としては、オルガノポリシロキサン組成物１００重量部に
、吸水性ポリマーを０．１～５０重量部、水を１０～２００重量部、その他、白金化合物
触媒のような硬化触媒、ＳｉＨポリマーのような架橋剤を添加して調製する。これを加熱
成形して、断熱弾性層３２としても良い。
【０１０４】
　またこの場合には、以下の３段階あるいは２段階に分けて加熱する。すなわち、第一段
階では、シリコーンベースポリマーの実質的な硬化が起こらず、しかも水分が蒸発しない
１００℃以下、好ましくは５０～８０℃のもとで１０～３０時間加熱して型成型する。
【０１０５】
　次いで、第二段階では、該型成形物を１２０～２５０℃、好ましくは１２０～１８０℃
でに１～５時間加熱して、含まれている水及び水を含んだ不純物中の水分を蒸発させる。
この水分が蒸発する際の加熱条件により独立した各気泡が連続気泡構造に転化する条件と
しても転化しない条件としても構わない。硬化速度が速ければ転化せずに独立した気泡が
多くなり、架橋による実質的硬化が生じないようにコントロールすれば、連続気泡構造に
転化する。
【０１０６】
　そして、最後の第三段階では、得られた気泡体を１８０～３００℃、好ましくは２００
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℃～２５０℃で２～８時間加熱して、硬化を進めることにより、所望の多孔質ゴム状弾性
体のシリコーンゴム層を完成させる。
【０１０７】
　二段階の加熱とする場合には、上記加熱段階の後の二段階を同じ加熱温度で続けて実施
する方法がある。なおこの場合には、高い温度での硬化となるため、独立した気泡で硬化
されやすい傾向がある。
【０１０８】
　また、断熱弾性層３２を形成するシリコーンゴム組成物として、従来より広く使用され
ているスポンジ状シリコーンゴム層を挙げることができる。これはシリコーンゴムを発泡
処理した弾性層であり、本実施例でも使用することは可能である。該発泡シリコーンゴム
は、熱分解型発泡剤を添加する方法や硬化時に副生する水素ガスを発泡剤として発泡体を
成形する方法などがある。ところが、熱分解型発泡剤を添加する方法は、その分解ガスの
毒性や臭いが問題とされており、また硬化触媒に白金触媒を使用するものでは発泡剤によ
る硬化阻害が問題とされていた。さらに、硬化時に副生する水素ガスを利用する方法にお
いては、水素ガスの可燃性、未硬化物の保存時の取り扱いに注意を要するなどの問題があ
った。しかも、射出成形のような金型内で発泡させる成形においては、微小かつ均一なセ
ルを有する発泡シリコーンゴムを得ることが難しいという問題があった。微小かつ均一な
セルの形成が困難なため、発泡シリコーンゴム中のセル径は不均一に成形されやすく、セ
ルの壁厚も不均一で強度のバラツキが大きかった。このことから、小径の定着ローラや定
着ベルトとして形成した場合に、小さな曲率半径で定着部材にテンションをかけ続けると
強度の弱いセル壁が破れ、破泡に至ることが確認されている。また、発泡シリコーンゴム
では、耐久性と断熱性を両立することが困難になっていた。すなわち不均一な発泡径の発
泡シリコーンゴムの場合には、断熱性を増すために発泡倍率を上げると弾性層を構成する
セル壁がさらに薄くなり、耐久によって破泡がさらに起こりやすくなる。
【０１０９】
　よって、本実施例において発泡シリコーンゴムを定着ローラあるいは定着ベルトの断熱
弾性層３２として使用する場合には、画像形成装置の速度や定着装置の寿命がある程度の
範囲でのみ使用可能となる。
【０１１０】
　以上のことから、断熱弾性層３２は、画像形成装置の高速化、定着装置の長寿命化とい
う観点から、マイクロバルーン等のバルーンや吸水性ポリマーが含有されたオルガノポリ
シロキサンを主成分とする液状シリコーン組成物より形成した方が適している。
【０１１１】
　（４）加熱手段２０
　定着ローラ３０を外側から加熱する加熱手段としての、図１・図２の加熱ユニット２０
は、板状ヒータ２１、加熱フィルム２３、ステイホルダー２４等により構成されている。
【０１１２】
　（４－１）ヒータ２１
　加熱源としての板状ヒータ２１は、図６の模式的断面図に示すように、アルミナや窒化
アルミ等の絶縁性のセラミックスやポリイミド、ＰＰＳ、液晶ポリマー等の耐熱性樹脂の
基板２１ａを有する。この基板２１ａは図面に垂直方向を長手とする細長薄板部材であり
、長さ寸法は定着装置の最大通紙幅Ｗよりも大きい。
【０１１３】
　基板２１ａの表面（定着ローラ対向面）に長手方向に沿って、例えばＡｇ／Ｐｄ（銀パ
ラジウム）、ＲｕＯ２、Ｔａ２Ｎ等の通電発熱抵抗層２１ｂをスクリーン印刷等により、
厚み１０μｍ程度、幅１～５ｍｍ程度の線状もしくは細帯状に塗工して形成してある。
【０１１４】
　ヒータの表面側には、熱効率を損なわない範囲で通電発熱抵抗層２１ｂを保護する保護
摺動層２１ｃを設けてあっても良い。ただし、保護摺動層２１ｃの厚みは十分薄く、表面
性を良好にする程度が好ましい。その材料例としては、ポリイミド（ＰＩ）、パーフルオ
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ロアルコキシ樹脂（ＰＦＡ）、ポリテトラフルオロエチレン樹脂（ＰＴＦＥ）、テトラフ
ルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン樹脂（ＦＥＰ）が挙げられる。さらには、エ
チレンテトラフルオロエチレン樹脂（ＥＴＦＥ）、ポリクロロトリフルオロエチレン樹脂
（ＣＴＥＦ）、ポリビニリデンフルオライド（ＰＶＤＦ）等が挙げられる。
【０１１５】
　上記のような樹脂材料を単独ないしは混合して被覆して保護摺動層２１ｃとする。ある
いはグラファイト、ダイアモンド・ライク・カーボン（ＤＬＣ）、二硫化モリブデン等か
らなる乾性被膜潤滑剤、ガラスコート等を単独ないしは、上記樹脂層との混合で被覆した
保護摺動層２１ｃが考えられる。
【０１１６】
　また、基板２１ａとして熱伝導性の良好な窒化アルミ等を使用する場合には、通電発熱
抵抗層２１ｂは基板２１ａに対して定着ローラ側とは反対側（基板裏面側）に形成してあ
っても良い。
【０１１７】
　ヒータ２１を固定して保持する断熱性のステイホルダー２４は、液晶ポリマー、フェノ
ール樹脂、ＰＰＳ、ＰＥＥＫ等の耐熱性樹脂により形成され、熱伝導率が低いほど加熱フ
ィルム２３の加熱に際する熱効率が高くなる。よって、樹脂層の中に、中空のフィラー、
例えばガラスバルーン、シリカバルーン等を内包してあっても良い。
【０１１８】
　ヒータ２１の加熱フィルム２３と反対側には、通電発熱抵抗層２１ｂの発熱に応じて昇
温した基板２１ａの温度を検知するためのサーミスタ等の温度検知手段２２が配置されて
いる。この温度検知手段２２はヒータ２１を温度制御する目的で設けられている。
【０１１９】
　温度制御方式としては、温度検知手段２２の信号に応じて、ヒータ２１の長手方向端部
にある電極部（不図示）から通電発熱抵抗層２１ｂに印加される電圧のデューティー比や
波数等を適切に制御する。これにより、ヒータ２１を発熱させて、加熱フィルム２３の内
面を加熱・温調する。ヒータ２１の長手方向における有効発熱領域幅は定着装置の最大通
紙幅よりも大きい。
【０１２０】
　温度検知素子２２からの検知温度情報は温度制御部１００を介し、通電ドライバとして
のトライアック素子１０１に送られる。トライアック素子１０１は温度制御部１００の通
電信号に基づいて、ＡＣ電源１０２への通電ＯＮ／ＯＦＦを行う。
【０１２１】
　温度の制御方法としては、ヒータ２１の温度を所定の温度とするよう温度制御する方法
と、定着ローラ表面にも温度検知素子を当接し，定着ローラ表面の温度を所定の温度とす
るようにヒータへの電力制御を行う方法がある。
【０１２２】
　（４－２）加熱フィルム２３
　可撓性部材（フィルム状部材）としての加熱フィルム（）２３は、加熱ニップ部Ｎｈに
おいて、ヒータ２１で発した熱を定着部材３０の表面高熱伝導層３３へ伝える機能を有し
ている。ヒータ２１を支持させたステイホルダー２４の外側にルーズに外嵌されており、
ヒータ２１と定着ローラ３０の間に介在しながら加熱ニップ部Ｎｈを形成し、定着ローラ
３０の回転に従動して回転する。あるいは、駆動手段を別途設け、加熱フィルム自体を回
転駆動する構成であっても良い。
【０１２３】
　加熱フィルム２３の構成は、定着ローラ３０の表面の高熱伝導層３３へ熱を効率良く蓄
熱する意味で、定着ローラ３０の構成と同様に本実施例において非常に重要である。
【０１２４】
　特に、加熱ニップ部Ｎｈにおいて、定着ローラ３０の最表面を構成する高熱伝導層３３
への熱の拡散を十分に実施することは、高い熱効率の達成およびヒータ２１の温調温度を
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低く設定するために重要となる。
【０１２５】
　すなわち、図６において、ヒータ２１の通電発熱抵抗層２１ｂへの通電により発生した
熱量は温度の低い部分へ伝熱される。よって、矢印Ａや矢印Ｄの熱の流れが発生する。こ
のとき本実施例における本来の目的である定着ローラ３０の最表面に形成された高熱伝導
層３３に十分に熱量を供給するためには、矢印Ｃの熱の流れを多くし、高熱伝導層３３に
十分拡散しなくてはならない。従って矢印Ａの熱の流れを多くし、矢印Ｂ（定着ローラ３
０の表面の昇温に寄与せず、加熱フィルム内に伝わる熱の流れ）や矢印Ｄといった定着ロ
ーラ３０方向以外に流れる熱量を少なくすることが効果的である。
【０１２６】
　特に、画像形成装置が設置されている環境が低温環境の場合、記録材自体も給紙トレイ
８内で冷えた状態になっていることが想定される。さらに記録材の表面性が良好で粗さの
小さな記録材を定着ニップ部Ｎｔに搬送した場合には、定着ローラ３０表面から記録材へ
流れる熱量が大きくなる。
【０１２７】
　定着ニップ部Ｎｔで温度降下した定着ローラ３０の表面が再度加熱ニップ部Ｎｈに到達
した時点で、再び定着ローラ最表層の高熱伝導層３３にヒータ２１からの熱を十分に蓄熱
させる必要がある。そのためには、矢印Ａおよび矢印Ｃの熱の流れが多いことが要求され
る。
【０１２８】
　我々の研究によれば、以上を満たす条件として、加熱フィルム２３に要求される熱伝導
率は１．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上、より好ましくは２．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上である。
【０１２９】
　さらに、加熱フィルム２３に要求される物性として、熱容量が大きく寄与することが確
認されている。すなわち、非常に高い熱伝導性を有する部材であっても、図６における矢
印Ｂの熱の流れが大きい場合には、上述したように本実施例の目的が達成されなくなる。
また、このことは加熱フィルム２３の材質によるもの以外に加熱フィルム２３の厚みや外
径に寄与するところが大きい。
【０１３０】
　すなわち、加熱フィルム２３の厚みが厚い場合には、熱抵抗が小さくなる矢印Ｂへの熱
の流れが大きくなる。また、外径が大きい場合には、加熱ニップ部Ｎｈ以外における気中
への放熱面積が大きくなるため、一旦加熱ニップ部Ｎｈで加熱された加熱フィルム２３が
１周回転して再度加熱ニップ部Ｎｈに到達するまでに十分冷やされてしまう。その結果、
毎周回、加熱フィルム自体を加熱するために熱量が使用されることとなってしまう。この
ことから、記録材搬送方向と直交する方向（長手方向）における単位長さ（１ｃｍ）当り
の加熱フィルム２３の回転方向１周分の熱容量は、せいぜい０．４Ｊ／Ｋ以下、より好ま
しくは０．３５Ｊ／Ｋ以下にすることが望ましい。
【０１３１】
　以上を鑑み、加熱フィルム２３としては、金属製部材を単独あるいは合金で形成した基
層あるいは、ポリイミド（ＰＩ）等の耐熱性樹脂に粉末より成る高熱伝導フィラーを大量
に混入した基層を形成することが効果的である。
【０１３２】
　上記において、金属製部材は、例えば、ステンレス（ＳＵＳ）やニッケル（Ｎｉ）、チ
タン（Ｔｉ）、銅（Ｃｕ）等である。また、粉末より成る高熱伝導フィラーは、例えば、
金属粒子、や金属酸化物、人工ダイアモンド、グラファイト等である。
【０１３３】
　金属製部材による基層の製造方法としては、特に限定はされないが、スピニング加工や
深絞り加工、圧延加工、引抜き加工等の方法、あるいは電鋳製造法による方法等が挙げら
れる。また、厚みとしては、可撓性も考慮し、５０μｍ以下、より好ましくは４０μｍ以
下とすることが望ましい。外径としては、φ２６ｍｍ以下、より好ましくはφ２４ｍｍ以
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下とすることが望ましい。また、加熱フィルム２３の定着ローラ３０と接触する面は、ト
ナー汚染等を防止し、長い寿命を達成するために、離型性を良好とする必要がある。特に
加熱フィルム２３は記録材Ｐと接触しない構成であるため、一旦汚染した加熱フィルム表
面の汚れを記録材上に微小ずつ吐き出すことは困難であり、定着ローラの表面に比べ、加
熱フィルム表面の離型性は良好にしておく必要がある。
【０１３４】
　このことから、表面にはフッ素樹脂層が薄く形成されていることが望ましい。フッ素樹
脂、例えば、ポリテトラフルオロエチレン樹脂（ＰＴＦＥ）、テトラフルオロエチレン－
パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体樹脂（ＰＦＡ）である。さらには、フッ化
エチレンポリプロピレン共重合体樹脂（ＦＥＰ）、ポリフッ化ビニリデン樹脂（ＰＶＤＦ
）、ポリフッ化ビニル樹脂（ＰＶＦ）等である。
【０１３５】
　然るに、前述したように、加熱フィルム２３としては、高熱伝導性が重要となることか
ら、表層に形成するフッ素樹脂層の厚みを極力抑え、２０μｍ以下とすることが望ましい
。あるいは上記フッ素樹脂層には、離型性を阻害しない範囲で高熱伝導性を有するフィラ
ーを混入してあっても良い。
【０１３６】
　以上により複数層から形成される加熱フィルムの場合でも、内面から外面への熱伝導率
が１．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上にすることが望ましい。より好ましくは２．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上と
することが望ましい。また、加熱フィルム２３の回転方向１周分の熱容量（複数層を含む
）は、せいぜい０．４Ｊ／Ｋ以下、より好ましくは０．３５Ｊ／Ｋ以下にすることが望ま
しい。
【０１３７】
　ここで、本実施例では、加熱源として加熱フィルム２３に接触摺動する板状ヒータ２１
を用いて説明したが、加熱源は加熱フィルム２３に内包する非接触加熱源であっても良い
。
【０１３８】
　図７に非接触加熱源２７を使用した場合の構成を示す。非接触加熱源２７としては、例
えば、ハロゲンヒータやカーボンヒータ等のヒータを挙げることができる。なお、この場
合には、ヒータ２７からの輻射熱を効率良く吸収するために、加熱フィルム２３の内面に
は黒色塗装を施した吸収層を形成した方が良い。
【０１３９】
　黒色塗装の方法としては、加熱フィルム２３の内面の油分を除去し、例えば黒色塗料と
しておきつも＃８０００（三重油脂化工業株式会社製、商品名）等の塗料を塗布する。こ
のおきつも＃８０００は黒色金属顔料または黒色金属化合物顔料をシリコーン樹脂バイン
ダと共に溶剤に分散させて溶解させたものであり、黒色顔料、無機質顔料、シリコーン樹
脂（メチルフェニルシリコーンベース）、および溶剤を配合してある。塗布後の焼き付け
条件としては、３００℃で１時間程度の焼き付けが施される。また、おきつも＃８０００
の黒色塗料以外の赤外線の吸収率が高い物質であっても当然良い。
【０１４０】
　（５）加圧ローラ４０
　加圧ローラ４０は、アルミや鉄製、ＳＵＭ材等よりなる芯金４１の外側に、弾性層４２
、および離型性層４３を最表層に形成して成る。
【０１４１】
　加圧ローラ４０としては、定着ローラ３０との接触加圧により定着ニップ部Ｎｔを形成
するが、定着ローラ表面からの熱の流れを極力抑えた方が定着ローラ表面の昇温スピード
が速くなる。
【０１４２】
　よって、弾性層４２は、定着ローラ３０の断熱弾性層３２と同様に、マイクロバルーン
等のバルーンや吸水性ポリマーが含有されたオルガノポリシロキサンを主成分とする液状
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シリコーン組成物より形成するのがよい。
【０１４３】
　シリコーンゴム組成物は、その硬化物（シリコーンゴム）の熱伝導度が０．１５Ｗ／ｍ
・Ｋ以下、好ましくは０．１３Ｗ／ｍ・Ｋ以下であることが望ましく、かかる熱伝導度を
達成するように配合組成を調整することが好ましい。
【０１４４】
　また、離型性層４３としては、例えば、ポリテトラフルオロエチレン樹脂（ＰＴＦＥ）
、テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体樹脂（ＰＦＡ
）を挙げることができる。さらには、フッ化エチレンポリプロピレン共重合体樹脂（ＦＥ
Ｐ）、ポリフッ化ビニリデン樹脂（ＰＶＤＦ）、ポリフッ化ビニル樹脂（ＰＶＦ）等を挙
げることができる。
【０１４５】
　コーティングとしては、ラテックスやダイエルラテックス（ダイキン工業社製、フッ素
系ラテックス）、ディスパージョンによるディッピング塗工、スプレー塗工等により形成
することができる。これらは前述した定着ローラ３０の最表層と異なり、熱伝導性が低い
方が好ましく、高熱伝導のフィラー等を混入しない方が適している。
【０１４６】
　（６）検証実験
　以上、本実施例における定着装置１２のファーストプリントアウトタイム、定着可能な
ヒータ設定温度および定着ローラ表面の設定温度、定着一様性を確認した。
【０１４７】
　画像形成装置は、プロセススピードが２６０ｍｍ／ｓｅｃであり、１分間に４５枚のプ
リントを実施するレーザービームプリンタを用いた。
【０１４８】
　実験に用いた定着装置の基本構成部分について説明する。
【０１４９】
　（６－１）定着ローラ３０
　芯金３１は、外径１２ｍｍのＳＵＭ芯金である。断熱弾性層３２は、厚み３．５ｍｍの
中空フィラー含有のシリコーンゴム層である。高熱伝導層３３は、１００μｍ厚の様々な
高熱伝導フィラーを混入したシリコーンソリッドゴム層と、このゴム層を様々な高熱伝導
フィラーを混入したＰＦＡコートを最表層として厚み１５μｍで被覆した、２層構成層で
ある。
【０１５０】
　シリコーンゴムの断熱弾性層３２に含有させた中空フィラーは粒径８０μｍのアクリロ
ニトリルバルーンである。これをオルガノポリシロキサン組成物１００重量部に対して３
０重量部、気泡が連結するようにトリエチレングリコールを微少量配合し、加熱硬化して
断熱弾性層３２とした。この断熱弾性層部の熱伝導率を０．１２Ｗ／ｍ・Ｋとした。
【０１５１】
　また、外部に設けた高熱伝導シリコーンソリッドゴム層およびＰＦＡコート層の熱伝導
率を様々に振って確認した。
【０１５２】
　（６－２）加熱ユニット２０
　板状ヒータ２１は、厚み０．６ｍｍ、幅８ｍｍのＡｌＮ基板２１ａ上に、Ａｇ／Ｐｄペ
ーストから形成される通電発熱抵抗層２１ｂをスクリーン印刷してなるものを用いた。
【０１５３】
　加熱フィルム２３は、外径２４ｍｍ、厚み４０μｍの熱伝導率１５Ｗ／ｍ・ＫのＳＵＳ
３０４のシームレス金属フィルムを基層として、その表層に厚み４μｍのプライマ層、厚
み１０μｍのＰＦＡコート層を順次被覆させて形成されたものを使用した。ＰＦＡコート
が施された加熱フィルム２３の熱伝導率は１３．６Ｗ／ｍ・Ｋである。
【０１５４】
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　（６－３）加圧ローラ４０
　１２ｍｍのＳＵＭ芯金４１に、厚み３．５ｍｍの中空フィラー含有シリコーンゴム層４
２、さらに最表層４３にはＰＦＡチューブを厚み３０μｍで被覆した加圧ローラを使用し
た。
【０１５５】
　以上の構成で、加熱ユニット２０と定着ローラ３０の間に９８Ｎ（１０ｋｇｆ）の加圧
力を負荷して、加熱ニップ部Ｎｈを幅５ｍｍで形成した。また、定着ローラ３０と加圧ロ
ーラ４０の間には１９６Ｎ（２０ｋｇｆ）の加圧力を負荷して定着ニップ部Ｎｔを幅７ｍ
ｍ形成した。
【０１５６】
　定着ローラ３０の表層に形成した高熱伝導シリコーンソリッド層およびＰＦＡコート層
に混入したフィラーおよびその物性を表１にまとめる。結晶性シリカは熱伝導率の異なる
ものを２種類用意してそれぞれを使用して確認を行った。フィラーの平均粒径は全て３．
５μｍに統一した。
【０１５７】
【表１】

【０１５８】
　以上のフィラーをそれぞれの層に混入して熱伝導率の異なるシリコーンゴム層およびＰ
ＦＡコート層を製造し、実験を行った。
【０１５９】
　製造した定着ローラの種類を表２に実験１～９として示す。混入したフィラーの種類は
表１の＃１～５で表示してある。混入量の単位はｖｏｌ％、λはそれぞれフィラーが混入
された状態におけるそれぞれの層の熱伝導率を示し、単位はＷ／ｍ・Ｋである。また、実
験１の各層および実験２のＰＦＡコート層、実験３のシリコーンソリッドゴム層には高熱
伝導フィラーが混入されていない状態である。
【０１６０】
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【表２】

【０１６１】
　以上の各構成でレーザービームプリンタによりプリント動作を開始し、それぞれの定着
ローラを組み込んだ定着装置で未定着トナー画像を形成した記録材を加熱定着した。
【０１６２】
　そのときのそれぞれの構成でのファーストプリントアウトタイム（ＦＰＯＴ）、耐久性
能、定着性能が十分になるときの定着ローラ表面温度およびヒータ温度を比較評価した。
【０１６３】
　定着性能の確認は、坪量９０ｇ／ｍ２のFox River Bond紙（Fox River Paper社製）を
使用した。ヒータ２１の通電発熱抵抗層２１ｂへの立上げ時の電力は１０００Ｗとし、そ
れぞれの構成においてヒータ２１を所定温度に温度制御し、この温調制御温度を振って定
着可能な条件およびファーストプリントアウトタイムを確認した。
【０１６４】
　記録材上の未定着トナー画像の定着性能評価方法としては、加熱定着後の記録材トナー
画像上にセロハンテープを貼り付け、５０ｇ／ｃｍ２の面圧で１分間押し付けた後にセロ
ハンテープを剥がす。そのときのトナー画像における画像欠陥（テープにより剥ぎ取られ
た欠陥）の程度によって評価を行った。画像欠陥が元のトナー画像の５％を超える場合を
ＮＧ（不良）とした。
【０１６５】
　ファーストプリントアウトタイムは、レーザープリンタがプリント信号を受信して動作
開始した時点から、記録材上の未定着画像を加熱定着後に排紙トレイ上に排出され終わる
までの時間を計測した。
【０１６６】
　耐久性能に関しては、坪量８０ｇ／ｍ２のＡ４サイズの記録材を連続してプリント動作
を継続し、定着ローラ３０に不具合が発生するまで続け、問題なく通紙された枚数をカウ
ントした。
【０１６７】
　以上の評価方法により各定着ローラを使用した場合の評価結果を表３に示す。表中、Ｆ



(21) JP 5013700 B2 2012.8.29

10

20

30

40

50

ＰＯＴの単位は秒数、定着ローラおよびヒータの温度は定着可能時のそれぞれの温度を示
し、単位は℃である。
【０１６８】
【表３】

【０１６９】
　以上の結果より、定着ローラ３０の最表層に高熱伝導の蓄熱層を設けることは、定着可
能な定着ローラ表面温度およびヒータ温調温度を下げる効果があることが実験１および２
と実験４～９の結果からわかる。
【０１７０】
　これは、記録材上の未定着トナー画像を定着するために必要な熱量を蓄えることが可能
となるからである。
【０１７１】
　実験３では、実験１や２に比べ若干定着可能な温度が低くなっているが、効果は小さい
。これは、高熱伝導で熱量を拡散する層が１５μｍと薄く、その内側のシリコーンソリッ
ド層は熱伝導率が低いために熱が拡散しにくいことによる。
【０１７２】
　また、定着ローラ表面の熱伝導が低い場合には、定着可能な温度が高くなるばかりか、
ＦＰＯＴが遅くなってしまうことが実験１および２と実験３～９の比較からわかる。
【０１７３】
　また、熱が拡散しやすい実験７や８の方が実験４～６および９よりＦＰＯＴが若干速く
なるのは、定着可能な定着ローラ温度およびヒータ温度が低くなることから、昇温時間が
短くなることによる。
【０１７４】
　また、実験６では、最表層は熱伝導率が０．３２Ｗ／ｍ・Ｋである。しかし、その下層
に形成したシリコーンソリッドゴム層が０．３８Ｗ／ｍ・Ｋあり、この２つの層で熱伝導
率を測定したところ０．３５Ｗ／ｍ・Ｋであった。
【０１７５】
　以上のことから、最表層に０．３５Ｗ／ｍ・Ｋ以下の熱伝導率の層を形成した場合であ
っても、表層の複数層における層が全体として０．３５Ｗ／ｍ・Ｋ以上の高熱伝導層で形
成されていればよい。これにより、定着可能な定着ローラ温度や加熱ヒータ温度を下げる
ことが可能になり、さらに十分な耐久性能が得られることがわかった。
【０１７６】
　また、実験４では、表層のＰＦＡコート層に混入したフィラー量が５０ｖｏｌ％を超え
ており、このようなコートの場合は表面が固くなり、定着ニップ部Ｎｔや加熱ニップ部Ｎ
ｈの繰り返し変形にコート層が耐えられなくなり、割れ等の不具合が生じてしまった。そ
の結果、画像上の欠陥が現れやすくなっていた。
【０１７７】
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　また、上記実験以外にＰＦＡコート層の内側に設けたシリコーンソリッドゴム層へのフ
ィラー混入量を振って耐久性能を確認したところ、フィラー混入量が５０％を超えると耐
久によってゴム層に割れが発生しやすくなることがわかった。
【０１７８】
　よって、定着ローラ表面に混入するフィラーの熱伝導率を１０Ｗ／ｍ・Ｋ以上とし、混
入するフィラーのフィラー混入量を５０ｖｏｌ％以下、好ましくは４５ｖｏｌ％以下とす
ることで所望の熱伝導率を得た上で耐久性能を向上させることができる。
【０１７９】
　また、実験１～３では１０万枚～１５万枚の耐久で加熱フィルム内面が削れ故障に至っ
た。これは、ヒータの温度が２８５℃以上と高くなっており、保持部材の変形やヒータ面
と加熱フィルム内面の摩耗による削り粉の影響で加熱フィルムが破損したことによる。特
に加熱用ヒータが高温になりすぎると耐久性に対して厳しいことが判明した。
【０１８０】
　また、我々はその他のフィラーとして熱伝導率８００Ｗ／ｍ・Ｋ以上を有するグラファ
イトやダイアモンドをそれぞれシリコーンソリッドゴム層やＰＦＡコート層に混入して評
価した。その結果、１０ｖｏｌ％の混入量以上で目標レベルの高熱伝導層（熱伝導率０．
３５Ｗ／ｍ・Ｋ以上）を達成できることがわかった。
【０１８１】
　また、定着ローラ最表層のＰＦＡコート層に混入するフィラーの平均粒径を振って確認
した。その結果、３．５μｍを超えると定着ローラ表面の粗さがＲｚ＝４．０μｍを超え
て粗くなり、ハーフトーン画像を加熱定着すると画像上に小さな定着ムラが顕著に発生し
た。また、３μｍ以下のフィラーの場合画像上に特に不具合は見られなかった。
【０１８２】
　以上の結果より、定着ローラ３０の最表層として、熱伝導率のフィラーを下記のように
混入して、０．３５Ｗ／ｍ・Ｋ以上、好ましくは０．３８Ｗ／ｍ・Ｋ以上の高熱伝導層を
形成することが望ましいことがわかった。すなわち、平均粒径３．５μｍ以下、好ましく
は３．０μｍ以下で、１０Ｗ／ｍ・Ｋ以上の熱伝導率のフィラーを１０ｖｏｌ％以上、５
０ｖｏｌ％以下混入して、高熱伝導層を形成する。
【０１８３】
　また、定着ローラ３０の最表層の厚みに関して確認するために、実験５の定着ローラに
おけるシリコーンソリッドゴム層の厚みを０μｍから２５０μｍまで振ってＦＰＯＴを確
認した（実験１０～１５）。その結果を表４に示す。
【０１８４】
　ここで、総厚みとは、高熱伝導層３３としてのシリコーンソリッドゴム層とＰＦＡコー
トの合計の厚みである。ヒータ温度は上記と同様定着可能な状態でのヒータ温度を示し、
単位は℃である。
【０１８５】
【表４】

【０１８６】
　以上の実験より、定着ローラ表層である高熱伝導層の総厚みとしては、２０μｍより薄



(23) JP 5013700 B2 2012.8.29

10

20

30

40

い場合には、上述の実験と同様に蓄熱量が足りないためにヒータ温度を高く設定しなくて
はならなかった。よって耐久性能に劣ってしまっていた。
【０１８７】
　高熱伝導層の総厚みとしては２０μｍ以上あれば、ヒータ２１の温度を耐久枚数２８万
枚以上まで可能となるヒータ温度に抑えることができた。
【０１８８】
　また、高熱伝導層の総厚みが２００μｍを超えてくると、加熱ニップ部Ｎｈでの加熱が
定着ローラ内部の方へ拡散する量が多くなることから、ＦＰＯＴが遅くなっていく傾向が
見られた。また、高熱伝導層の厚みが厚くなってくるとヒータ２１の温度を高くしていか
なくてはならなくなる。これは、より定着ローラの内部に熱が拡散されてしまうためにヒ
ータ２１に投入する電力を多くしなくてはならなくなった結果である。
【０１８９】
　以上のことから、定着ローラの最表層に設ける高熱伝導層の厚みとしては２０μｍ以上
２００μｍ以下に設定してあることが望ましい。
【０１９０】
　また、定着ローラ３０の最表層に設けた高熱伝導層３３の内側に形成した断熱弾性層３
２の熱伝導率を混入するマイクロバルーンの量を振って確認した。その結果、０．１５Ｗ
／ｍ・Ｋを超える熱伝導率にしてしまうと内部への熱の逃げが大きくなり、ヒータ温度を
高く設定しなくてはならなくなる。さらに、ＦＰＯＴが多くかかってしまうことが確認さ
れた。
【０１９１】
　また、該断熱弾性層３２の熱伝導率を０．１３Ｗ／ｍ・Ｋ以下にすることで、ヒータ温
度やＦＰＯＴへの影響が殆どなくなることがわかった。
【０１９２】
　以上のことから、定着ローラ内部に形成する断熱弾性層３２の熱伝導率としては、０．
１５Ｗ／ｍ・Ｋ以下、好ましくは０．１３Ｗ／ｍ・Ｋ以下に設定することが望ましい。
【０１９３】
　次に、上記実験８の定着ローラを用いて加熱ユニット２０の加熱フィルム２３の基材の
熱伝導率および長手方向単位長さ（１ｃｍ）当りの熱容量を振ってＦＰＯＴおよび定着可
能な状態でのヒータの制御温度を確認した（実験１５～２９）。
【０１９４】
　各実験の加熱フィルム２３の構成および結果を表５と表６に示す。熱伝導率の単位はＷ
／　ｍ・Ｋ、単位長さ（１ｃｍ）当りの熱容量はＪ／Ｋ、ＦＰＯＴは秒、加熱用ヒータの
制御温度は℃である。
【０１９５】
　表５の実験１６～２２は、２５℃環境で坪量７５ｇ／ｍ２のラフ紙としてFox River Bo
nd紙を評価した。
【０１９６】
　表６の実験２３～２９は、１０℃環境で坪量１９９ｇ／ｍ２の表面性が良好な厚紙とし
てSpringhill紙（International Paper社製）を評価した。
【０１９７】
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【表５】

【０１９８】
【表６】

【０１９９】
　以上の実験より、ＦＰＯＴおよびヒータ温度を抑えるためには、加熱フィルム２３の熱
伝導性を高め、熱容量を小さく抑える必要があることがわかる。
【０２００】
　また、特に画像形成装置の使用される環境や記録材の種類によって定着可能な時のヒー
タ温度が異なる。特に、加熱フィルム２３の熱伝導率が１．０Ｗ／ｍ・Ｋより低い、ある
いは単位長さ当りの熱容量が０．４Ｊ／Ｋより大きい場合には、定着ローラ３０が定着可
能な状況になるまでに時間がかかる。さらに環境温度や記録材の影響を大きく受けてしま
う。
【０２０１】
　また、耐久性も考慮すると、前述したように、ヒータ２１の温度は低い方が有利であり
、十分な耐久性能を得るためには、加熱フィルム２３の基材の熱伝導率が２．０Ｗ／ｍ・
Ｋ以上であることが好ましい。
【０２０２】
　上述したように、あまりに環境温度や記録材の影響が大きい場合、例え画像形成装置の
使用されている環境や記録材の種類を何らかの方法で検知したとしても全ての記録材に対
して同等の定着性能を保持することは困難になる。何故なら使用環境温度や記録材の種類
という複数のファクターが起因してくるために、それぞれの検知能力にも限界があり、検
知結果のバラツキまで考慮すると、全ての環境および記録材に対して最適な温度制御を実
施することは困難となってくる。
【０２０３】
　以上の結果より、本実施例における定着装置において、加熱フィルム２３の基材の熱伝
導率としては１．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上、好ましくは２．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上を有することが望
ましい。かつ、加熱フィルム２３の基材の長手方向における単位長さ（１ｃｍ）あたりの
熱容量としては０．４Ｊ／Ｋ以下であることが望ましい。
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【０２０４】
　また、本実施例の定着均一性の効果を確認するため、上記実験８で様々な記録材にハー
フトーン画像を加熱定着した場合と、従来例における図８のフィルム加熱方式で加熱定着
した場合の画像を比較した。
【０２０５】
　図８のフィルム加熱方式で定着装置は、特開昭６３－３１３１８２号公報、特開平２－
１５７８７８号公報、特開平４－４４０７５～４－４４０８３号公報、特開平４－２０４
９８０～４－２０４９８４号公報等に提案されている。スタンバイ時に定着装置に電力を
供給せず、スタンバイ加熱を実施しない。詳しくはヒータ部と加圧ローラの間に熱容量の
小さな薄肉のフィルムを介して記録材上のトナー像を定着する装置である。７０はフィル
ムアセンブリである。アルミナ、チッ化アルミ等のセラミック板上に通電発熱抵抗層が形
成された板状ヒータ７１が耐熱性樹脂より形成されたステイホルダー７４に固定されてい
る。このステイホルダー７４にルーズに外嵌させたポリイミド等の樹脂やＳＵＳ等の金属
から構成された耐熱性の薄肉フィルム７３（以下、定着フィルムと記す）を有する。また
、ヒータ７１に密着摺動状態の定着フィルム７３と、その定着フィルム７３を挟んで圧接
させた加圧ローラ（弾性ローラ）６０を有する。定着フィルム７３は、加圧ローラ６０の
回転力により、定着ニップ部Ｎｔにおいてヒータ７１に密着・摺動しつつ矢印の方向に搬
送移動される。ヒータ７１の温度は、ヒータ背面に配置されたサーミスタ等の温度検知手
段７２により検知し、不図示の通電制御部へフィードバックされ、ヒータ７１が一定温度
（定着温度）になるように加熱、温調される。このようなフィルム加熱方式の定着装置を
用いたプリンタ・複写機等の各種画像形成装置は、加熱効率の高さや立ち上がりの速さに
より、待機中のスタンバイ加熱を不要化できる。また、ウォームアップタイムの短縮化な
ど、従来の熱ローラ方式の定着装置に比べて多くの利点を有している。
【０２０６】
　比較評価としては、６００ｄｐｉ画像で記録材上に１ドットライン分の画像と２ドット
ライン分の非画像部を交互に形成したハーフトーン画像、および全面ベタ黒印字したベタ
黒画像を用いた。そして、坪量６０ｇ／ｍ２～１９９ｇ／ｍ２の様々な表面性を有する記
録材を加熱定着した。定着ムラを目視で５段階に識別し、ランクサンプルを作成して目視
評価した。ランクは１から５までの整数とし、１が最も劣悪、５が最もレベルが良いとし
、それぞれハーフトーン画像とベタ黒画像を５枚ずつプリントし、各記録材の種類に応じ
て各１０枚のランクの平均ランクを比較した。
【０２０７】
　その結果、本実施例ではランクが４～５の範囲に全ての記録材で評価されたのに対して
、従来例のフィルム加熱方式（図８）ではランクが２～４と記録材によって大きな差があ
った。
【０２０８】
　これは、従来例のフィルム加熱方式では、未定着トナー画像Ｔが形成された記録材Ｐと
定着部材である弾性がないフィルム接触するため、一様に接触できない記録材の場合に特
に定着ムラが発生する傾向があるためである。
【０２０９】
　以上本実施例では、立ち上がり時の昇温時間の短縮、消費電力の低減、さらには高速、
高画質、高寿命といったすべてにおいて優れた性能を達成させ、安定した定着性能が得ら
れる定着装置を提供することが可能となる。
【０２１０】
　以下は上記の実施例のまとめである。
【０２１１】
　未定着画像が形成された記録材を、定着部材と加圧部材の間で形成されたニップ部を通
過させることにより、上記未定着画像を記録材上に固着画像として熱定着処理する加熱定
着部材としての定着ローラあるいは定着ベルトを具備する加熱定着装置である。
【０２１２】
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　上記定着ローラあるいは定着ベルトは、アルミ、鉄製芯金あるいは耐熱性樹脂の外側に
、下記のような断熱層を有する。
【０２１３】
　１）オルガノポリシロキサン組成物１００重量部に平均粒径が５００μｍ以下の中空フ
ィラーを０．１～２００重量部、白金化合物触媒のような硬化触媒を配合した配合物を形
成後に加熱成形して成る断熱層。
【０２１４】
　２）あるいは、オルガノポリシロキサン組成物１００重量部に吸水性ポリマーを０．１
～５０重量部、水を１０～２００重量部、白金化合物触媒のような硬化触媒、ＳｉＨポリ
マーのような架橋剤を添加した組成物を形成後、加熱成形して成る断熱層。
【０２１５】
　３）シリコーンゴムに熱分解型発泡剤を添加する方法や硬化時に副生する水素ガスを発
泡剤として発泡体を成形する方法により成型した発泡シリコーンゴムより成る断熱層。
【０２１６】
　これにより、定着ローラ内部あるいは定着ベルト内部の熱伝導率を０．１５Ｗ／ｍ・Ｋ
以下とする。
【０２１７】
　また、上記断熱層の外側には、少なくとも１０．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上の熱伝導率を有する
材料からなる高熱伝導フィラーを１０ｖｏｌ％～５０ｖｏｌ％混入したシリコーンゴム層
あるいはフッ素樹脂層を単層ないし、複数層で形成する。定着ローラあるいは定着ベルト
の最表面における２０μｍ～２００μｍの厚みを熱伝導率０．３５Ｗ／ｍ・Ｋ以上の部材
で形成する。
【０２１８】
　よって定着ローラあるいは定着ベルトとしては、内部に断熱層、最表面に高熱伝導層を
有する構成とする。この構成により、低熱容量で周長の短い定着部材表層を外部加熱によ
り急速加熱することで、定着部材表面を急速に加熱、蓄熱することが可能となる。
【０２１９】
　特に、バルーン含有シリコーン弾性層や気泡含有シリコーン弾性層に含有されるバルー
ンや気泡が略均一で微小な粒径で弾性層中に均一に分散される方式の断熱層を形成した定
着部材は有効である。すなわち、定着部材の周長を小さくして、加熱ニップ部や定着ニッ
プ部における加圧による変形時の曲率半径の小さい屈曲を定着部材に与えても、シリコー
ンスポンジ層のように弱い箇所がない。そのために、シリコーンスポンジ層のように破泡
に至る可能性が低くなる。このため、断熱性弾性層の低硬度化に向いており、屈曲による
破壊に対し、十分にマージンを確保することで長寿命化が達成される。
【０２２０】
　さらに、上記により形成された定着ローラあるいは定着ベルトを上記定着部材の一部の
構成要素とし、該定着ローラあるいは定着ベルトの外表面より表面加熱する加熱手段を具
備させる。
【０２２１】
　上記定着ローラあるいは定着ベルトと加圧部材である例えば加圧ローラの間に所定の圧
力で加圧することにより形成された定着ニップ部に未定着画像が形成された記録材を通過
させることにより加熱定着を実施する。
【０２２２】
　また、上記加熱手段としては、ハロゲンランプ、カーボンヒータ等の赤外放射により内
面黒化処理された高熱伝導薄肉フィルムあるいは、セラミックヒータ等の板状加熱部材に
よる接触加熱される高熱伝導薄肉フィルムを介して定着部材表面を接触加熱する。
【０２２３】
　高熱伝導薄肉フィルムは、熱伝導率１Ｗ／ｍ・Ｋ以上の部材を基材として厚み５０μｍ
以下、外径２６ｍｍ以下で形成されており、単位長さ（１ｃｍ）当りの回転方向１周分の
熱容量が０．４Ｊ／Ｋ以下で形成されている。
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【０２２４】
　また、加圧ローラの弾性層を、定着ローラと同様に、中空フィラーを混入したオルガノ
ポリシロキサン組成物あるいは、吸水ポリマーおよび水を含有させたオルガノポリシロキ
サン組成物から製造される、バルーン含有シリコーン弾性層にする。あるいは、気泡含有
シリコーン弾性層にする。あるいは、シリコーンゴムを発泡処理して成るシリコーンスポ
ンジ弾性層にする。弾性層の熱伝導率を０．１５Ｗ／ｍ・Ｋ以下とする。
【０２２５】
　あるいは、熱伝導率０．２Ｗ／ｍ・Ｋ以下の部材として耐熱性の樹脂製フィルムを加圧
部材として具備する。該樹脂製フィルムの内部に、弾性層を有するバックアップ部材を配
置する。その弾性層は、中空フィラーを混入したオルガノポリシロキサン組成物あるいは
、吸水ポリマーおよび水を含有させたオルガノポリシロキサン組成物から製造されるバル
ーン含有シリコーン弾性層とする。あるいは、気泡含有シリコーン弾性層、あるいはシリ
コーンゴムを発泡処理して成るシリコーンスポンジ弾性層とする。該樹脂製フィルムを介
して上記定着ローラあるいは定着ベルトとの間に定着ニップを形成する加圧部材を設けて
もよい。
【０２２６】
　また、加熱部材としての高熱伝導薄肉フィルム表面と表層の熱伝導が高い定着部材表面
が加熱ニップ部において密着状態で搬送される。そのため、高熱伝導薄肉フィルムから定
着部材表面への熱の移動がスムースに行われ、加熱ニップ部で定着部材表面の高熱伝導層
に熱が十分に蓄積される。この結果、定着ニップ部で記録材上の未定着トナー画像を加熱
定着するのに十分な熱量供給が行われる。特に一旦加熱ニップ部で定着部材の高熱伝導層
に蓄熱された熱量は定着ニップ部において、高熱伝導層の外表面から記録材へ即座に伝わ
り、不足分を高熱伝導層の厚み分だけ蓄熱された熱量を即座に供給される。よって加熱ニ
ップ部で定着部材の高熱伝導層への必要熱量の蓄熱、定着ニップ部で未定着トナー画像の
加熱定着に必要な熱量の供給が効率良く実施される。さらに定着部材の内部への熱の拡散
を内部の断熱層で遮断するために余分な熱量供給が必要なくなる。結果として加熱ヒータ
の消費電力や加熱部材としての高熱伝導薄肉フィルム表面温度の低減が図れる。
【０２２７】
　以上の効果により、結果的に加熱手段による定着部材表面を昇温させる時間が短く、ク
イックスタート性に非常に優れた構成となっている。そのため、画像形成動作を実施して
いない状態で加熱源に電力を供給していなくても画像形成動作開始と同時に急速に定着ニ
ップ部を加熱することができる。スタンバイ加熱を実施する必要がなく、省エネルギーで
かつウォームアップタイムやファーストプリントアウトタイムが極端に少ない加熱定着装
置を構成することが可能になる。
【０２２８】
　また、加圧部材として、弾性層に使用する材料を上記定着部材の内部部材と同様にバル
ーン含有シリコーン弾性層あるいは気泡含有シリコーン弾性層、あるいはシリコーンスポ
ンジ層とし、弾性層の熱伝導率を０．１５Ｗ／ｍ・Ｋ以下とする。これにより、外部加熱
された定着部材表面から加圧部材側へ流出する熱量を抑えることで、クイックスタート性
をさらに増加させることが可能となる。ウォームアップタイムやファーストプリントアウ
トタイムをさらに低減することが可能になる。
【０２２９】
　また、定着ニップ部において、未定着画像が形成された面に定着部材表面が接する構成
となっている。定着部材表面の弾性により、記録材上のトナー画像を包み込む効果により
、定着均一性を達成する。これにより、画像の均一性を達成し、ハーフトーン画像におけ
る定着ムラを防止することが可能になる。この結果、高画質を同時に達成することができ
る。
【０２３０】
　以上、本構成により立ち上がり時の昇温時間の短縮、消費電力の低減、さらには高速、
高画質、高寿命といったすべてにおいて優れた性能を達成させ、安定した定着性能が得ら
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れる定着装置を提供することが可能となる。
【実施例２】
【０２３１】
　本実施例の定着装置の構成を図９および図１０に示す。前記実施例１の定着装置と共通
する構成部材・部分に関しては共通符号を付して再度の説明を省略する。
【０２３２】
　本実施例では、加熱ユニット２０の板状ヒータ２１の定着ローラ対向面を、定着ローラ
３０の曲面に対応させて凹形状にしてある。これにより、低い加圧力でも加熱ニップ部Ｎ
ｈの幅を広く形成できる。
【０２３３】
　また、加圧部材４０は、断熱板状（平坦もしくは、ヒータ２１と同様に定着ローラに対
して凹形状を有する）の加圧部材４５を用いる。そして、この加圧部材４５と定着ローラ
３０の間に、回転可能な可撓性部材（フィルム状部材）として、断熱性を有し耐熱性のあ
る樹脂フィルム４６を介在させる。すなわち、加圧部材４０においても、定着ローラ３０
との間に形成される定着ニップ部Ｎｔを軽圧で実現可能とする。
【０２３４】
　これにより、定着ローラ３０に対する負荷が軽減でき、高速化および高耐久化に十分適
用できる定着装置を提供する。
【０２３５】
　さらに、定着ローラ回転時のトルク低減をも達成し、画像形成装置に具備される駆動モ
ータへの負荷を軽減できるため、より小型の駆動モータで画像形成装置を構成可能となる
ため、画像形成装置そのものも小型化が達成される。
【０２３６】
　本実施例における定着装置の構成をより具体的に説明する。定着ローラ３０の構成は実
施例１の定着ローラと同様である。加熱ユニット２０の加熱フィルム２３は１．０Ｗ／ｍ
・Ｋ以上、好ましくは２．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上の熱伝導率を有する基材より形成される。こ
の加熱フィルム２３の内部から接触して加熱するヒータ２１を配置する。
【０２３７】
　ヒータ２１は、図１０に示すように、定着ローラ３０の表面高熱伝導層３３の曲率に近
い曲率を有し、定着ローラ側に凹形状を有する形状のヒータである。例えば、薄いポリイ
ミド層等の可撓性を有するヒータ基材２１ｄの内部に、Ａｇ／Ｐｄ等の通電発熱抵抗層２
１ｂを具備させる。あるいは、ヒータ基材２１ｄの内部に、５μｍ～３０μｍ程度の極薄
肉の金属箔を通電発熱抵抗層２１ｂとして形成させる。
【０２３８】
　我々の研究によれば、曲面を有するヒータ２１としては、剛性を有するヒータであって
も構わないが、低い加圧力で定着ローラ３０と加熱フィルム２３を密着状態にするために
は、可撓性のあるヒータ部材の方が好ましい。さらに、耐熱性が必要となる。そこで、２
００μｍ以下の厚みのポリイミド、ポリアミドイミド、ＰＥＥＫ材といった材料をヒータ
基材２１ｄとして形成するのが好ましい。また、ヒータ２１の定着ローラ３０とは反対側
の断熱ステイホルダー２４の間に、別途断熱性を有する弾性層を介在させてあっても良い
。
【０２３９】
　上記ヒータの製造方法としては、例えば基材２１ｄとして３０μｍ程度の厚みのポリイ
ミドシートを用いる。その上にＡｇ／Ｐｄを主成分とするペースト状導電体をスクリーン
印刷等の方法により形成する。そして、該導電体の上に３０μｍ程度の厚みのポリイミド
層をコーティングしてポリイミド層で該導電体を挟み込むサンドイッチ構成にする方法等
がある。
【０２４０】
　また、ヒータ２１は、必ずしも、通電発熱抵抗層２１ｂの定着ローラ３０側と断熱ステ
イホルダー２４側を同一材料にする必要はない。断熱ステイホルダー２４側のヒータ基材
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の熱伝導率を定着ローラ３０側のヒータ基材の熱伝導率より低い部材で形成してあっても
良い。但し、ヒータ２１は高温に加熱されるため、それぞれの部材の熱膨張率は出来るだ
け近い値になるように調整してある方が良い。
【０２４１】
　また、その他にも、ポリイミド前駆体等の耐熱性樹脂ワニスを型に流し込み、その上に
金属箔導電体を置き、さらにその上から同様にポリイミド前駆体等の耐熱性樹脂ワニスを
流し込む。そして、乾燥、焼成してイミド化させることで、ヒータ２１を形成する方法等
、ヒータ製造方法については特に限定されるわけではない。
【０２４２】
　また、加圧部材４０としては、加熱手段２０によって表面高熱伝導層３３が加熱、蓄熱
された定着ローラ３０から熱をできるだけ奪わない構成がウォームアップタイム短縮やフ
ァーストプリントタイム短縮に有効である。
【０２４３】
　そのための構成としては、断熱性に富み、熱容量が小さい部材で構成することが望まし
い。さらに定着ローラ３０との間に記録材上の未定着トナー画像への熱供給を十分に行う
ために幅広い定着ニップ幅を形成することが望ましい。
【０２４４】
　以上のことから、本実施例における加圧部材４０としては、熱伝導率０．２Ｗ／ｍ・Ｋ
以下の部材として耐熱性の樹脂製フィルムを加圧フィルム４６として具備する。そして、
この樹脂製加圧フィルム４６の内部に、下記のようなシリコーンスポンジ弾性層を有する
バックアップ部材（弾性加圧部材）４５を配置して、樹脂製加圧フィルム４６を介して上
記定着ローラ３０との間に定着ニップ部Ｎｔを形成させる。
【０２４５】
　上記のシリコーンスポンジ弾性層は、中空フィラーを混入したオルガノポリシロキサン
組成物あるいは、吸水ポリマーおよび水を含有させたオルガノポリシロキサン組成物から
製造されるバルーン含有シリコーン弾性層あるいは気泡含有シリコーン弾性層である。あ
るいはシリコーンゴムを発泡処理して成るシリコーンスポンジ弾性層である。
【０２４６】
　また、断熱バックアップ部材４５は断熱性保持部材４７によって保持されている。また
、上記弾性を有する断熱バックアップ部材４５の少なくとも定着ローラ３０側は定着ロー
ラ３０の曲率に合わせて凹形状を付与させてあっても良い。
【０２４７】
　以上の構成の効果を確認するため、前述の実施例１で示した実験８の構成において、ヒ
ータを本実施例の可撓性を有するポリイミドヒータとし、加圧部材として加圧フィルムを
有する構成として実験を行った。
【０２４８】
　実験に用いた構成としては、ヒータ２１として、厚み８０μｍのポリイミドの中間にＡ
ｇ／Ｐｄを主成分とする通電発熱抵抗層を形成した幅８ｍｍのヒータを用意した。加熱ニ
ップ部Ｎｈを形成するために加熱部材と定着部材の間の加圧力としては、４９Ｎ（５ｋｇ
ｆ）と前記実施例１の半分の加圧力とした。
【０２４９】
　また、上記の可撓性を有するヒータ２１は、曲率半径１１ｍｍで、定着ローラ３０側に
凹形状を有する断熱ステイホルダー２４上に取り付けられ、結果として曲率半径１１ｍｍ
で定着ローラ３０側に凹形状で加圧されている。
【０２５０】
　以上の構成により、加熱ニップ部Ｎｈの幅は６ｍｍ形成されており、実施例１で示した
９８Ｎ（１０ｋｇｆ）の加圧力で幅５ｍｍよりむしろ広い幅で加熱ニップ部Ｎｈを形成で
きた。
【０２５１】
　また、加圧部材４０としては、厚み３ｍｍ、幅１０ｍｍ、熱伝導率０．１３Ｗ／ｍ・Ｋ
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のシリコーンスポンジ層をバックアップ部材４５として用いた。加圧フィルム４６は、平
均粒径１μｍのガラスビーズを１５ｖｏｌ％混入した、肉厚５０μｍ、外径φ１８ｍｍの
ポリイミドフィルムである。使用したガラスビーズの熱伝導率は０．０９Ｗ／ｍ・Ｋであ
り、このガラスビーズを混入したポリイミドフィルムとしては、０．１６Ｗ／ｍ・Ｋの熱
伝導率となった。加圧フィルム４６の表面にはトナー離型層として厚み１０μｍのＰＦＡ
コートが形成されている。
【０２５２】
　また、シリコーンスポンジ層で形成したバックアップ部材４５の定着ローラ側は曲率半
径１１ｍｍの凹形状になっており、定着ローラ３０と該加圧部材の間に９８Ｎ（１０ｋｇ
ｆ）の加圧力が付与されている。これにより定着ローラ３０と加圧フィルム４６との間に
形成される定着ニップ部Ｎｔの幅は８ｍｍ形成されており、実施例１の１９６Ｎ（２０ｋ
ｇｆ）の加圧力で幅７ｍｍの定着ニップ部Ｎｔより幅が広く形成された。
【０２５３】
　以上の構成で耐久性能および定着ローラ回転トルクを確認した。その結果、耐久性能に
関しては、実施例１の実験８では３５万枚程度で定着ローラ表面の磨耗により画像不良が
発生し始めたのに対して、本実施例では４０万枚まで画像不良を発生することなくプリン
トすることが可能であった。
【０２５４】
　また、定着ローラ回転トルクに関しても実施例１の実験８より３０％低減することがで
きた。
【０２５５】
　特に、定着装置の高寿命化や低トルクによる画像形成装置の小型化は市場ニーズに合致
するものであり、本実施例によってこれらが達成された。
【０２５６】
　以上、本実施例において、少なくともヒータおよび加圧部材の当接形状を定着部材に倣
い易い形状にすることは、低い加圧力でも広いニップ幅（加熱ニップ幅や定着ニップ幅）
を形成するのに有利である。さらに定着部材表面に対する負荷を軽減できるため、不具合
が発生するまでの寿命を長くすることが可能となる。また、定着部材の駆動に際し、駆動
トルクを低減でき、駆動モータにかかる負荷が小さくなることから、モータの小型化、さ
らには画像形成装置の小型化をも可能にする。
【０２５７】
　以上の各実施例は本発明における最良の実施形態の例ではあるものの、本発明はこれら
の実施例にしめした構成のみに限定されるものではない。すなわち、本発明の思想の範囲
内において各種の変形構成が可能である。
【０２５８】
　１）たとえば、加熱手段や加圧部材は接離機構により定着ローラに対して圧接・離間可
能にして、定着装置の稼動時に所定の制御タイミングで定着ローラに対して圧接させ、定
着装置の非稼動時には定着ローラから離間させる構成にすることもできる。これにより、
定着ローラに対して加熱手段や加圧部材が常に加圧圧接していることによる定着ローラ弾
性層のへたりを防止できる。
【０２５９】
　２）記録材上の画像をニップ部にて加熱する回転可能な加熱部材は、実施例のローラ形
態に限られず、フレキシブルなエンドレスベルト形態のものにすることもできる。
【０２６０】
　３）本発明の像加熱装置には、実施例の加熱定着装置にかぎられず，画像を担持した記
録材を加熱してつや等の表面性を改質する像加熱装置、仮定着する像加熱装置など、画像
を担持した記録材を過熱処理する装置として使用することができる。
【図面の簡単な説明】
【０２６１】
【図１】実施例１に係る定着装置の模式的断面図。



(31) JP 5013700 B2 2012.8.29

10

【図２】同じく模式的正面図。
【図３】実施例１に係る画像形成装置の概略図。
【図４】定着ニップ部における挙動を説明する模式図。
【図５】定着ローラの製造装置例の概略図。
【図６】定着ニップ部付近の熱の流れを説明する模式図。
【図７】定着装置の他の構成例の模式的断面図。
【図８】従来例に係る定着装置（フィルム加熱方式）の模式的断面図。
【図９】実施例２に係る定着装置の模式的断面図。
【図１０】図９の部分的な拡大模式図。
【符号の説明】
【０２６２】
　２０・・・加熱手段（加熱ユニット）、２１・・・ヒータ（加熱源）、２２・・・温度
検知手段、２３・・・加熱フィルム（フィルム状部材）、２４・・・断熱ステイホルダー
、３０・・・加熱部材（定着部材）、３２・・・断熱弾性層、３３・・・高熱伝導層、４
０・・・加圧部材（加圧ローラ）、４２・・・断熱弾性層、Ｔ・・・トナー、Ｐ・・・記
録材
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